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序     文 

 

エリトリア国における保健医療サービスを提供するうえでの根幹となる医療機材の保守管理業

務の改善を目的として2008年5月に開始した「保健医療サービス向上のための医療機材管理システ

ム強化プロジェクト」は2011年5月をもって3年間の協力期間を終了する予定です。 

今般、本プロジェクトの終了を控え、2011年2月3日から14日まで、終了時評価調査団を派遣し、

これまでのプロジェクト活動実績・成果を評価するとともに、評価結果から今後の活動方針に関

する協議を行いました。 

本報告書は、エリトリア国側との合同評価の結果に基づき取りまとめたものであり、今後の技

術協力事業を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、広く活用されることを願うも

のです。 

なお、独立行政法人国際協力機構（JICA）の南南協力事業であるアジア・アフリカ知識共創プ

ログラム（AAKCP）を通じ、本プロジェクトの対象病院は医療機材の保守管理業務に関する改善

活動を展開しており、その相乗効果を通じて、本プロジェクトで導入された活動が今後も発展す

ることが期待されています。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、残り

の期間のプロジェクト実施・運営のため、引き続きご指導、ご協力頂けますようお願い申し上げ

ます。 

 

2011年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長  萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：エリトリア国 案件名：保健医療サービス向上のための医療機材管理システム強

化プロジェクト 

分 野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 保健第

一グループ 保健第一課 

協力金額（評価時点）：2億5,977万7,000円 

先方関係機関：保健省、医療機材保守管理ユニット、オロッタ病

院、ハリベット病院、ビラッジオ・ジニオ病院 

日本側協力機関：株式会社ティー・エー・ネットワーキング 

 

 

協力期間 

 

2008 年 5 月 11 日 ～

2011年5月10日 

他の関連協力：アジア・アフリカ知識共創プログラム（AAKCP）

「5S-KAIZEN-TQMを用いた保健医療サービスの向上プログラ

ム」（2006年度～）、無償資金協力「地域医療向上計画」（2007年

度） 

１－１ 協力の背景と概要 

エリトリア国（以下、エリトリア）は、30年にわたるエチオピアとの内戦を経て1993年に独立

を果たしたが、2008年の1人当たりの国民総所得（GNI）が300米ドルと依然として低水準にとど

まっている。保健医療への投資も十分確保できない一方で、基礎的な保健医療サービスの強化等

に積極的に取り組んだ結果、2008年の5歳未満児死亡率及び妊産婦死亡率はおのおの58（出生1,000

対）、450（出生10万対）とアフリカの平均よりも減少する等、着実な成果を上げている。 

他方、医療機材の適切な維持・管理は安全で正確な診断・治療等に必須であるが、エリトリア

の医療機材には開発パートナー機関から供与された中古品も多く、故障された際の修理が容易で

なかったことから、これまで現場での医療従事者（機材ユーザー）には保守管理の意識が芽生え

づらい状況が続いていた。また、エリトリア内の医療機材管理を一手に担う保健省傘下の医療機

材保守管理ユニット（BMEU）は、現場からの修理要請に随時応えるのみであり、故障を未然に

防ぐ方策は十分取ってこなかった。かかる状況をエリトリア保健省が問題視し、BMEUを中核と

する予防的保守管理の体制づくりを志向するに至った。 

これまでのわが国の対エリトリア援助実績として、2007年9月に同国の地域保健医療の中核病院

4カ所及びBMEUに対する無償資金協力を通じた機材供与の実施を表明した。その後の供与過程に

おけるエリトリア保健省からの上述の予防的保守管理体制の実現に向けた技術協力プロジェクト

の要請を受け、JICAは、BMEUを修理対応機関から機材保守管理の指導機関へと転換させ、それ

にふさわしい権限と機能をもつ組織へ変革させること、また、医療現場における機材ユーザーの

意識変容を促すことを通じエリトリアの予防的機材維持管理体制を定着させるため、2008年5月か

ら2011年5月までの3年間の予定で、保健省をカウンターパート機関として、技術協力プロジェク

ト「保健医療サービス向上のための医療機材管理システム強化プロジェクト」を実施している。



 

ii 

 
１－２ 協力内容 

 （1）スーパーゴール 

レファラル及び州病院〔アスマラ及び5つの州（Zoba）〕の保健医療サービスの質が向上す

る。 

 

 （2）上位目標 

改善された医療機材管理業務が他のレファラル及び州病院に普及される。 

 

 （3）プロジェクト目標 

ターゲット病院において、保守管理を含む医療機材の管理業務が改善される。 

 

 （4）成 果 

1）医療機材管理に関する国家ガイドラインが導入される。 

2）BMEUの能力と作業実績が改善される。 

3）ターゲット病院における医療機材関連の業務環境が改善される。 

4）医療機材の予防的保守管理がターゲット病院の医療機材ユーザーによる日常業務として

実施される。 

 

 （5）投入（評価時点） 

  日本側： 

   専門家派遣：延べ8名 機材供与：1,749万1,000円 

   ローカルコスト負担：3,704万1,000円 研修員受入れ：7名 

 

  相手国側： 

   カウンターパート配置：12名 

   土地・施設提供：保健省及びBMEU内プロジェクト事務所スペース 

   ローカルコスト負担：プロジェクト事務所光熱費 

２．評価調査団の概要 

団長・総括 菊地 太郎 JICA人間開発部  保健第一グループ  保健第一課

主任調査役 

医療機材保守管理 伊達 卓二 保健医療経営大学 保健医療経営学部 教授 

調 査 者 

 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 

調査期間 2011年2月3日～2011年2月14日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果1 

成果１の指標はおおむね達成されている。 

2009年9月に医療機材管理ガイドライン（初版）が発行され、関連機関に配布されている。
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また、医療機材管理ガイドライン作成タスクフォースチームが中心となり、保健省向け、

BMEU向け及び病院向けの指定フォーム類を含む医療機材管理マニュアルが作成された。 

国家ガイドラインである以上、全国の医療施設での導入が必要であるが、本プロジェクト

の枠組みの中では上位目標として整理されている。また、保健省からのガイドライン及びフ

ォーム類を含むマニュアルに対する承認文書にも「パイロット3病院で導入、必要な改訂を行

った後に、すべての公立医療機関へ適用を拡大する」旨の方針が明記されている。実際にマ

ニュアルに定められたフォームを用いた各種運用は保健省、BMEU及びターゲット病院で開

始されており、改訂作業も実施されていることから、成果1はおおむねプロジェクトで期待さ

れる成果まで到達していると考えられる。 

 

 （2）成果2 

成果2に関する指標の達成度は、指標の適切性、プロジェクト介入前後の比較及びデータの

信頼性に関する問題が確認されたため、指標の達成度を参考にしつつ「BMEUの能力と作業

実績が向上したか」との観点から、活動実績やインタビュー、直接観察等の結果に基づいて

判断することとした。 

BMEUの作業実績に関しては、JICA専門家やケニア人技術者による基礎的技術研修が実施

され、BMEUにトレーナーとして活躍できる人材が養成されている。また、BMEUトレーナ

ーによるサテライトワークショップのテクニシャンに対する研修も実施され、テクニシャン

による病院内技術者や機材ユーザーのトレーニングも徐々に開始されている。しかしながら、

比較的高度な知識、技術となるデジタル技術の習得にはある程度の時間を要し、また、他の

援助機関からの多種多様な中古供与機材のすべてに対応する技術を獲得するには限界があ

る。 

また、BMEUの機能として、当初は「修理対応機関」から「予防的保守管理の指導機関」

へと役割の転換が期待されていたが、現時点では足がかりができた状態と考えられる。管理

能力との観点からも、国家ガイドラインやマニュアルに基づいた業務管理は導入されたばか

りであり、日常業務として定着しているレベルに達したとはいえない。 

他方、プロジェクト活動は、プロジェクト期間前半の基礎的技術研修から、後半では予防

的保守管理に内容をシフトしている。BMEUやターゲット病院において予防的保守管理の定

着が確認されるにはある程度の期間が必要と考えるが、その重要性は十分な認識が得られて

いることが確認されている。これまでエリトリアで十分に認識されていなかった予防概念の

導入は大きく評価できるところである。 

 

 （3）成果3 

成果3の指標の一部にも達成度測定ツールとしての適切性に問題が認められているが、おお

むね指標は達成されたと考えられる。 

医療機材に限らず一般的な整理・整頓・清潔・清掃・しつけ（5S）活動についていえば、

ターゲット病院の院内衛生環境・業務環境は大きく改善している。医療機材に関連した5S活

動に関しても中間レビュー以降一定の進捗が確認されており、すべてのターゲット病院で医

療機材のインベントリー管理の実施に伴い要廃棄機材の特定が完了している。公的機関の設

備備品は国有財産であるため実際の廃棄には手続き上一定の時間を要するが、BMEUとハリ
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ベット病院においては、特定された医療機材の最終処分手続きも進んでおり、プロジェクト

期間内に最終処分まで完了する見込みである。 

しかしながら、5S活動はそれ自体が目的ではなく、業務環境改善のための手段である。医

療機材管理に向けた活動として足がかりがつけられたことは大きく評価できるが、Daily

Practiceとして定着するためには、本プロジェクトで導入されたモニタリングシステムを十分

に活用していくとともに、既存の支援等を有効に活用できるよう、関係者間で協議しておく

ことが望ましい。 

 

 （4）成果4 

プロジェクトで実施した研修の内容は基礎的技術研修から、プロジェクトの後半では予防

的保守管理に内容をシフトしており、BMEU及びサテライトワークショップの技術者が自ら

予防的保守管理に関する教材作成、計画、実施する能力強化は図られつつある。しかしなが

ら、機材ユーザーによる予防的保守管理は始まったばかりで、選ばれた機材でも十分に予防

点検が実施され、定着しているといえる段階には至っていない。他の機材の予防的保守管理

についてもこれからの課題であり、指標の達成度の観点からも、その効果発現には一定の時

間が必要であると考えられる。 

他方、マニュアルに基づいた機材管理モニタリング活動も現在までに2回実施され、BMEU

が機材ユーザーに対して予防的保守管理技術指導ができる能力が備わり、それに伴って機材

ユーザーもその必要性、有効性を認識し始めている。 

しかしながら、BMEUによる研修実施のための予算確保などの問題も残されており、保健

省等による更なる活動支援が求められる。また、予防的保守管理に関する教材の作成は4機材

にとどまっており、必要に応じて自立的に教材等の開発がなされるよう準備を進める必要が

ある。 

 

 （5）プロジェクト目標 

プロジェクト目標の指標はおおむね達成されているといえるが、プロジェクトとして当初

期待するレベルでの医療機材管理業務の定着には、今後一定の時間を要するものと考えられ

る。 

本プロジェクトの実施により、国家ガイドラインやマニュアルの導入がなされ、また、エ

リトリアの医療機材管理に必要なデータベースシステムを含む医療機材管理システムの構築

が実施された。また、ケニア人技術者の協力等も得て多くの技術研修が実施され、BMEUに

もトレーナーとして活躍できる人材が養成されている。BMEUの機能として期待されている

指導的役割としても、これまでエリトリアでは十分でなかった予防的保守管理の概念の導入、

指導教材開発なども実施されている。このことは、当初想定されていた達成レベルには至ら

ずも、必要な土台が形成されたといえ、将来のエリトリアの医療機材管理に大きく貢献する

ものと考えられる。 

しかしながら、国家ガイドラインやマニュアルに基づいた医療機材管理業務や医療機材管

理に関連する業務環境改善が日常業務として定着しているかについては、医療機材管理シス

テムの構築等による全体的な活動の遅延があったことから、プロジェクト期間で効果を測定

するのは困難である。 
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３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

政策的に医療機材管理の重要性は認識されていたものの、本プロジェクト開始以前はそれ

を明確に示す国家ガイドラインなどの政策関連文書は示されておらず、均質な管理を行うた

めの報告様式などを含むマニュアル等も存在していなかった。したがって、保健省やエリト

リア内の医療機材管理を一手に担うBMEUでも、国内で使用されている医療機材の数量や状

態の把握、系統的・効率的な管理、モニタリングが行えない状態であった。 

また、現場での医療従事者（機材ユーザー）は、医療機材の故障が発生した際、BMEUに

修理を依頼するのみであり、多種多様な医療機材を取り扱う現場での予防的保守管理の意識

が芽生えづらい状況が続いていた。 

このような状況の下、エリトリア保健省は、質の高い保健サービス提供の実現のために既

存リソースを最大限に活用し国民の保健サービス提供に大きく貢献することをめざしてお

り、国家保健政策（NHP）及びその具体的な政策の具体的な施策となる保健セクター戦略開

発計画（HSSDP）において、エリトリア保健政策の方向性として基礎的ヘルスケアパッケー

ジ（BHCP）を示している。本プロジェクトの目標である医療機材管理システム向上は、保健

人材育成や医薬品調達及び管理規制、臨床検査診断サービスなどとともに医療機材エンジニ

アリングとしてBHCPを効果的・効率的に実施するための方策のひとつとして位置づけられて

いることからも、本プロジェクトの目標は保健省、BMEU及び医療施設それぞれのニーズと

合致するものであり、終了時評価時点においても本プロジェクトの妥当性は高く維持される。

 

 （2）有効性 

本プロジェクトによって国家ガイドラインや医療機材管理マニュアルの導入（成果1）、

BMEUの医療機材管理機能強化（医療機材管理システムの構築や保守管理活動に関する指導

能力の向上など）（成果2）が実現され、医療機材関連の業務環境の改善（成果3）、予防的保

守管理活動の実践（成果4）も基礎的運用が開始された状態まで進展している。また、レポー

ト等を通じた上位機関からの監督指導体制の構築や各種委員会の設置など、組織間、組織内

の情報共有や協力関係を円滑にする体制を構築できたことは、本プロジェクトの有効性に大

きく貢献するものであると考えられる。また、プロジェクト期間の前半ではJICA専門家によ

る基礎的技術力向上のための研修が実施され、ケニア人技術者による技術研修も能力向上に

貢献したものと推察され、これらの活動によって、医療機材の予防的保守管理活動展開に向

けた人材育成が図られた。したがって、一部の内容で日常業務として定着される水準まで到

達していないものの、エリトリアの医療機材管理業務の土台づくりはできあがったものと考

えられ、プロジェクトの有効性としてはおおむね高いと判断できる。 

 

 （3）効率性 

プロジェクト活動は活動計画表（PO）に沿って実施されたが、いくつかの要因によってそ

の進捗に影響があった。特に、国家ガイドラインの作成は作業量が多く、保健省担当者の異

動があったこともあり、第1版の完成までに当初の予想以上の時間を要している。またデータ

ベースを含む医療機材管理システムについても、作業量が多く、開発には予定以上の時間が

かかることは想定したうえで、将来のエリトリアの医療機材管理向上の優先性・必要性から
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開発が進められた経緯がある。その結果として医療機材管理に関連した5S活動や予防的保守

管理活動に関して、対象施設での運用が開始されてはいるものの、その定着までには至らな

かったことは上記経緯を考えればやむを得ない。 

POに合わせたプロジェクト活動全体の進捗、という観点では、効率性は上記の遅延によっ

て一定程度阻害されたと考えることもできるが、個々の活動自体に時間の浪費は認められな

かった。 

例えば、国家ガイドラインはプロジェクト期間終了までに改訂作業が行われ、全国のレフ

ァラル病院に配布される予定であり、計画どおりの進捗が見込まれている。また、5Sに基づ

く医療機材管理活動のひとつである機材インベントリーは、中間レビュー調査で指摘された

医療機材管理と5Sとの関連性強化を受けたものであり、上述のデータベースに合わせて作成

されるものである。したがって、2つの活動は有機的に関連しており、その時間資源自体は有

効に活用されているものと判断される。 

以上のことから、プロジェクト活動の進捗管理との観点からは、その効率性はおおむね保

たれたものと考えることができる。 

 

 （4）インパクト 

国家ガイドラインやマニュアルについては、既にプロジェクト期間終了ごろまでには全国

のレファラル病院への配布がなされる予定であり、一定の広がりは期待できるが、保健省を

はじめとした関係機関の今まで以上のコミットメントが求められ、人的並びに資金的リソー

スの確保が必要になるものと考えられる。プロジェクトによって保健省及びBMEUに監督・

指導の能力が育成されたとはいえ、ニーズの異なる施設（病院）や地域（州）に対応するに

は、導入のためのワークショップの実施やモニタリング活動、フォローアップ指導を全国的

な規模で継続的に実施するのは容易ではないと考えられる。したがって、上位目標である医

療機材管理業務の本格的な全国展開には、これらワークショップや指導における、交通費、

会場確保や資料印刷費などの予算の確保が必要となる。他方、本プロジェクトのターゲット

病院においても、医療機材関連の業務環境改善や予防的保守管理については導入段階である

と考えられるため、全国展開に先立ってターゲット病院での運用を確立させておく必要性が

強く示唆される。 

また、上位目標－スーパーゴール間の理論構成も論理的破綻はないものの、医療機材管理

システム強化は他の主要な要因〔診療サービス、医薬品調達管理、予防接種拡大計画（EPI）、

医療施設インフラ整備など〕のサービス提供を行ううえでの基礎的役割を果たすものとして

位置づけられるため、保健医療サービス向上には非常に重要であるが、間接的な貢献として

考える必要がある。したがって、スーパーゴールである「保健医療サービスの向上」の達成

には、外部条件として上述のその他の要因が満たされることが絶対条件であると考えられる。

 

 （5）自立発展性 

NHP及びその具体的な政策の具体的な施策となるHSSDPの中で、本プロジェクトの目標で

ある保守管理を含む医療機材管理の向上が明確に謳われており、そのアウトカムとしてプロ

ジェクトの成果が列挙されている。これはエリトリア政府や保健省がエリトリアにおける保

健サービス向上のための医療機材管理システムの強化の必要性、重要性を強く認識した結果
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であると考えられ、プロジェクト終了後も国家ガイドラインに沿った医療機材管理がエリト

リアの医療施設に展開されることへの政策的な裏づけがなされたものと判断できることか

ら、政策的自立発展性はある程度担保されたものと評価できる。実際に、国家ガイドライン

はプロジェクト期間終了までに改訂版が完成され、全国のレファラル病院に配布予定であり、

プロジェクトで得られた便益の維持発展への保健省の強いコミットメントがうかがえる。ま

た、BMEUは保健省傘下の一ユニットから局レベルに格上げされる準備が進められており、

BMEUが全国の医療機材管理の向上により重要な役割を果たすことが期待される。 

保健省は保健セクター向上に向け、国家ガイドラインの全国配布や各州へのサテライトワ

ークショップ設置など、積極的な取り組み姿勢を示している。エリトリアの厳しい経済状況

や国際情勢のなかで政策的コミットメントも含め保健省のコミットメントは称賛に値すると

考えられるが、ガイドラインに沿った医療機材管理を全国レベルで実施するには、単にガイ

ドラインやマニュアルの配布だけでは不十分で、導入に向けた研修やワークショップを全国

規模で実施していく必要がある。また、上述のとおり、BMEUにおいては一定人数が研修ト

レーナーとして養成されているが、全国レベルでの活動を視野に入れた場合、より多くの

BMEUトレーナーを確保する必要があり、BMEUの指導機関としての規模、機能の双方を強

化していく必要がある。現在までにプロジェクト内で実施された研修やワークショップ等の

会議費用はプロジェクト経費より支出されていたが、全国展開に向けてはより多くの予算の

確保が必要となり、また、その執行についても計画的になされる必要がある。 

（2）の有効性の説明にあるとおり、医療機材管理に対する技術的観点からは、本プロジェ

クトによってデータベースを含む医療機材管理システムが構築され、エリトリアの医療機材

管理を効果的かつ効率的に実施できる体制が整えられた。また、各種フォーム類も統一様式

として整備され、マニュアルに基づいた運用が開始されており、管理技術としての基礎は確

立されたものと考えられる。しかしながら、「インパクト」の項でも述べたように、医療機材

関連の業務環境改善や予防的保守管理については導入段階であるため、技術的側面からの自

立発展性を確保するには、定着に向けた活動がエリトリア側により継続的に実施される必要

がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

本プロジェクトでは、エリトリアの医療機材管理システム強化の実現のために、以下に示

す成果の達成をめざしている。 

1．制度構築と検証（中央レベル） 

2．医療機材管理実務責任機関の組織能力強化と技術力強化 

3．5S-KAIZEN-総合的品質管理（TQM）等を通じた業務環境改善（上記責任機関と医療現

場） 

4．医療現場での基本的技術指導と予防的保守管理指導（医療現場） 

これらの成果はエリトリアの医療機材に関する組織的ヒエラルキーのそれぞれのレベルで

の活動を網羅しているだけでなく、モニタリング体制構築を通じてその関係性を強化してい

る。したがって、本プロジェクトはプロジェクト目標であるエリトリアの医療機材管理業務

の基礎を構築するために過不足のないデザインがなされており、プロジェクト目標と成果に
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おける手段－目的関係は論理的破綻なく維持されているものと考えられる。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

無償資金協力のソフトコンポーネント支援は本プロジェクトとほぼ同時期に開始され、本

技術協力プロジェクトとの連携を協力して計画された。標記ソフトコンポーネントでは、機

材登録台帳の整備、維持管理に必要な書類の整備、維持管理システムの構築、病院関係者向

けワークショップの実施と日常点検表の配布などを目的とし、本プロジェクトと協力して相

互補完的な活動が実施された。また、本プロジェクトで構築した医療機材管理システムの運

用が継続されれば、無償資金協力で供与された機材の運用状況、コンディションの確認も容

易となり、そのフォローアップにも大きく貢献するものと期待できる。 

AAKCPの予算を活用した業務環境改善のための活動として、オロッタ病院では本プロジェ

クトに先行して5Sの導入が開始されており、その後はハリベット病院において5Sが導入され

ている。したがって、本プロジェクトが開始された当初には既に5S活動の下地が形成された

状態であり、オロッタ病院の事務長及びハリベット病院の院長は強い熱意をもって5S活動の

推進役を担っている。プロジェクト開始後においてもAAKCPの活動とは方針及び結果の共

有、役割の分担を継続的に図っており、例えばAAKCPの予算を活用して相互補完的に5Sワー

クショップ/スタディツアーを実施するなど、効率的なプロジェクト運営に大きく貢献してい

る。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

「有効性」で述べたとおり、ベースライン調査の結果を十分にプロジェクト成果のモニタ

リングに使用できなかったことは、有効性に対する阻害要因として考えられる。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトの支援により国家ガイドラインやマニュアル類が作成され、データベースを含

む、操作性の高い医療機材管理システムも構築された。また、幾つかの要因により活動の進捗に

遅延が認められたものの、医療機材関連の5S活動及び予防的保守管理活動に関しては、その導入

段階までプロジェクト期間内で到達している。以上のことから、本プロジェクトによりエリトリ

アの医療機材管理システムの土台が構築されたものと考えられ、おおむね妥当性、有効性、効率

性の高い活動が実施できたと判断できる。 

また、上述のとおりエリトリアの医療機材管理システムの土台は構築したと考えられ、国家保

健政策等の政策的な裏づけも得られたことから、本プロジェクトで構築された医療機材管理シス

テムの他州への広がりも期待でき、上位目標の達成見込みの観点からのインパクトや政策的側面

での自立発展性も期待できる。しかしながら、医療機材関連の5S活動及び予防的保守管理活動は

当初予定からの遅れにより導入段階にとどまっており、他州への展開を考慮する場合には、これ

らの活動がまずターゲット病院で定着し、実現可能性が確認されることが望ましい。 



 

ix 

総合的な評価としてはエリトリアの医療機材管理システムが本プロジェクトの活動によって強

化されたと判断でき、本プロジェクトはおおむねその目的を達成したものと考えられる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

＜保健省＞ 

1．本プロジェクトで強化された医療機材管理システムの維持、発展に必要な政策的、財政的、

技術的支援を継続すること。 

2．今後の医療機材管理システムの全国展開に向け、必要な人材リソースの確保や予算の確保、

研修事業等の具体的な実施方法について、あらかじめ関係機関と協議しておくこと。 

3．特に全国展開に向けた人材育成や医療機材管理システムの強化、予算措置に関しては、必要

性に応じて外部リソースの獲得等を検討し、実現可能性の高い実施体制を構築する努力を行

うこと。 

4．医療機材の有効活用のために、本プロジェクトで導入されたデータベースや報告書を用い

た課題分析を行うこと。 

5．AAKCPによる5S活動支援が、医療機材管理の業務環境改善に有効活用できるよう、関係者

間で実施方法などを協議しておくこと。 

 

＜BMEU＞ 

1．これまでのプロジェクト活動を更に促進し、プロジェクトで強化された医療機材管理の維持、

発展に努めること。 

2．医療機材関連の5S活動や予防的保守管理活動などの未定着の活動について、BMEUが中心と

なり、その定着に向けての努力を継続すること。 

3．医療機材管理のみならず、エンジニアとしての基本的技術向上の機会の確保に努めること。

 

＜ターゲット病院＞ 

1．業務環境改善や医療機材管理、予防的保守管理に関して、より一層の向上に向けた活動の継

続に努めること。 

2．保健省やBMEUのみならず他の医療施設との円滑なコミュニケーションを図り、問題解決力

の向上、グッド・プラクティス等の経験の共有に努めること。 

 

＜JICA専門家＞ 

1．プロジェクトの終了に向け、これまでの実績や成果を取りまとめ、カウンターパート機関だ

けでなく、エリトリアの保健セクターに関連する機関に対し、広く情報共有できる機会を設

けること。 

2．JICA専門家が実施していた活動をスムースに委譲できるよう、必要な活動、操作に関して

はエリトリアカウンターパートが簡易に参照できるような文書等を作成すること。 

3．医療機材関連の5S活動や予防的保守管理活動などの未定着の活動について、プロジェクト

終了後の定着に向けて、役割分担や実施方法について保健省及びBMEUと協議しておくこと。

4．保健省による課題分析実施に必要な助言を行うこと。 

5．BMEUに導入されたデータベースシステムについて、担当者が適切にシステムメンテナン
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スを実施できるようトレーニングを継続するとともに、データベース管理に必要な基礎能力

強化を図ること。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

1．詳細計画策定調査では、単に成果達成度測定のためだけに使用する指標の設定は極力避け、

通常のプロジェクト進捗や成果モニタリングにも有効に活用できるような内容で設定する

ことが望ましい。 

2．中間レビュー時には評価時点での現状に則した指標となるような修正が求められることもあ

るが、その際はプロジェクトの介入効果を正確に測定できるよう、単に入手手段の見直しに

とどまらず、それら指標のRetrospective dataを入手できるかを確認しておく必要がある。 

3．プロジェクト関係者は、指標を最終的な評価のみに使用するのではなく、内容によってはモ

ニタリング評価に有効利用し、定期的に成果をモニタリングできる体制でプロジェクトを運

営することが望ましい。そのような指標の取り扱いが可能となれば、指標そのものの論理的

検証が実施され、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）上の問題に早期に対応で

きるものと考えられる。 
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Evaluation Summary 
 

1. Outline of the Project 

Country: The State of Eritrea Project Title: The Project for Strengthening Medical Equipment 

Management System for Quality Health Services 

Issue/Sector: Healthcare and 

medical treatment 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: Health Division 

1, Health Group 1, Human 

Development Department 

Total Cost： 259,777,000Japanese Yen 

Partner Country’s Implementing Organization: The Ministry of 

Health, The Bio-Medical Engineering Unit (BMEU), Orotta 

Hospital, Halibet Hospital, Villagio Ginio Hospital 

Supporting Organization in Japan: TA Networking Corp. 

 

 

Period of 

Cooperation 

(R/D):  

11/May/2008 

-10/May/2011 

Other Related Projects: AAKCP(Asia-Africa Knowledge 

Co-creation Program”The Program of Quality Improvement of 

Heakth Services by 5S-KAIZEN-TQM” (2006 -), “The Project 

for Improvement of Community Health Service in the State of 

Eritrea” (Grant Aid) (2007) 

1-1 Background of the Project 

As a result of the 30-year conflict over the independence from Ethiopia, the State of Eritrea 

(hereinafter referred to as “Eritrea”) has borne a severe socio-economic burden. Gross National 

Income (GNI) per capita is estimated to be 300 USD in 2008, remaining the lowest level in 

post-conflict period. However, the Eritrean government has made a great effort to improve its 

national health status, resulting in significant progress in improving under-5 mortality rate of 58 per 

1,000 live births in 2008, as well as adjusted maternal mortality ratio of 450 per 100,000 live births 

in 2005, of which are below the average in African countries. 

In order to maintain this progress, the Ministry of Health (hereinafter referred to as “MOH”) has 

adopted a plan to improve health service delivery system in secondary referral hospitals by 

developing human resource and recognizing actual status of the referral system of the hospitals in 

Eritrea. Particularly, the MOH has sought internal and external resources for installation of medical 

equipment (hereinafter referred to as “ME”) for hospitals. However, number and quality of ME, in 

general, were insufficient to sustain required functions as secondary referral hospitals. Therefore, it 

came to one of the reasonable conclusion that proper maintenance and management of ME should 

be focused to address the issue under the limited financial resource for health sector in Eritrea. 

The ME management system in Eritrea has been centralized to the Bio-Medical Engineering Unit 

(hereinafter referred to as “BMEU”), a subordinate body to the Service Control and Quality 

Assurance Division of the MOH. And, The BMEU is independently organizing ME workshops in
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Asmara, the capital city of Eritrea. Although the BMEU had achieved a certain level of performance 

in ME maintenance, there was some room for improvement in its management system to fully utilize 

the existing and in-coming ME in hospitals in Eritrea. 

Under these circumstances Japan expressed the provision of grant aid for procurement of ME to 

BMEU and four (4) secondary hospitals bearing regional medical services, as one of Japan’s ODA 

performances. In the process of dialog for ME provision, the Ministry of National Development of 

Eritrea submitted an application for technical cooperation on the “Project for Strengthening Medical 

Equipment Management System for Quality Health Services” (hereinafter referred to as “the 

Project”) to the Government of Japan in 2006. In response to the application from Eritrea, the Japan 

International Cooperation Agency (hereinafter referred to as “JICA”) launched the three-year Project 

from May 2008, with the Project Purpose of the improvement of ME management practice (including 

maintenance) at target hospitals. 

1-2 Project Overview 

(1) Super Goal 

 Quality of health services in referral and zonal hospitals is improved(in Asmara and regional 

hospitals) 

(2) Overall Goal 

Improved management practice for ME is disseminated to other referral and zonal hospitals. 

(3) Project Purpose 

Management practice (incl. maintenance) for ME at target hospitals is improved. 

(4) Outputs 

1)National guideline for the ME management is adopted. 

2)Capacity and performance of BMEU is further improved. 

3)Work environment in relation to ME at the target hospitals is further improved. 

4)Preventive maintenance practice is routinely conducted by ME end-users at the target hospitals. 

(5) Input（as of the evaluation） 

【Japanese Side】 

Dispatch of Experts：Eight(8) Experts 

Provided Equipment：17,491,000 Japanese Yen 

Local Cost：37,041,000 Japanese Yen 

Training in Japan：Seven(7) personnel  

【Eritrean Side】 

Counterparts：Twelve(12) personnel 
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Land and Facilities： Project office spaces in the MOH and the BMEU 

Local Cost：Utility costs of the Project Office 

2. Terminal Evaluation Team 

Team Leader: Mr. Taro 

KIKUCHI 

Deputy Director, Health Division 1, Health Group 1, 

Human Development Department, JICA  

Technical 

Advisor for 

ME 

Management 

Dr. Takuji 

DATE 

Professor,  

Department of Healthcare Management, College of 

Healthcare Management 

Members 

Evaluation 

and Analysis: 

Dr. Yoichi 

INOUE 

Consulting Division, Japan Development Service Co., 

Ltd. 

Period of 

Evaluation 

February 3, 2011 – February 14, 2011 Study Type: Terminal Evaluation 

3. Summary of Evaluation Results 

3-1 Achievements 

(1) Output 1 

The Objectively Verifiable Indicators (OVIs) for Output 1 are generally achieved at the time of the 

Terminal Evaluation.  

The first edition of the National guideline for the ME management was issued in September 2009, 

and the Guideline was distributed to the eligible health facilities. The manuals and forms for ME 

maintenance for the MOH, the BMEU and the national and referral hospitals were redeveloped at the 

initiative of the Taskforce Team under the Committee for ME Management Guideline Development. 

Since this is a national guideline, introduction is required at health facilities throughout the country. 

This issue is treated as the overall goal in the framework of the Project. And, it is clearly stated in the 

endorsement letter for the National Guideline and the Manuals including forms as follows: “the 

Guidelines will be implemented initially in the three (3) project target hospitals; and after making 

sure that they best fit our situation through occasional revision of their contents, will be extended to 

all public health facilities”. Currently, work operations using the forms designated in the Manuals 

has already been started in the MOH, BMEU and the target hospitals, and revisions are also 

implemented.Therefore, it is deemed that the Output 1 anticipated in the Project has generally been 

attained. 

(2) Output 2 

Regarding achievement of OVIs concerning Output 2, since problems have been found concerning 

appropriateness of the indicator, comparison of before and after project intervention and reliability of 

the data, it was decided to judge the achievement of Output 2 principally based on the results of 

activities, interviews and direct observations from the viewpoint of “Capacity and performance of 

BMEU is further improved” while referring to the achievement of OVIs. 
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Concerning the work performance of the BMEU, basic technical training is being implemented by 

JICA Experts and Kenyan engineers with a view to nurturing human resources who can function as 

trainers in BMEU. Moreover, BMEU trainers are implementing trainings for technicians in satellite 

workshops, and the technicians have gradually started implementing trainings for technicians and 

ME end-users in hospitals. However, a certain amount of time is needed in order to acquire relatively 

sophisticated digital know-how and technology; moreover, there are limitations to obtaining the 

technology that is required in order to handle all the various used equipment that is provided by other 

aid agencies.  

It was initially anticipated that the function of the BMEU could be upgraded from “repairing agency” 

to “preventive maintenance guidance agency” and a foothold has been established toward this goal. 

From the viewpoint of management capacity too, work management based on the National Guideline 

and the Manuals has only just been introduced and it hasn’t yet reached the level of routine work.  

Meanwhile, the contents of the project activities have shifted from basic technical training in the first 

half to preventive maintenance in the second half of the project period. A certain amount of time will 

be required in order to confirm the embeddedness of preventive maintenance in the BMEU and the 

target hospitals; however, the awareness of preventive maintenance is anticipated to be well 

recognized amongst ME end-users. The fact that the preventive maintenance concept, which until 

now wasn’t fully understood in Eritrea, has been introduced is a significant achievement. 

(3) Output 3 

There are some problems regarding the appropriateness of OVIs as a tool for measuring the degree of 

achievement for Output 3, however, indicators on the whole are being achieved. 

Regarding the more general 5S activities not just limited to ME, significant improvements were 

observed in hygienic and working environments through the 5S practice at all target hospitals. As for 

the ME-related 5S activities, a certain degree of progress has been confirmed following the Mid-term 

Review, and identification of the equipment in need of disposal has been completed in line with the 

implementation of inventory management of ME at all target hospitals. Since the equipment and 

furnishings of public agencies are national property, a certain amount of time is required for the 

procedure to conduct actual disposal, however, procedures for final disposal are progressing in the 

BMEU and the target Hospitals and final disposal is expected to be finished within the project period.

Meanwhile, 5S activities are not the objective but rather the means for improving the work 

environment. It is a major step forward that activities geared to ME management have been started, 

however, in order for these activities to become established as daily practice, it will be necessary to 

fully utilize the monitoring system introduced in the Project and to discuss about efficient utilization 

of ongoing supports amongst relevant parties. 

(4) Output 4 

As was indicated in Output 2, the contents of trainings have shifted from basic technical training to 

preventive maintenance in the latter part of the Project, and the BMEU engineers and satellite 

workshop technicians are becoming more and more capable of creating training materials, planning 
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and implementing preventive maintenance. However, preventive maintenance by ME end-users has 

only just got underway, and preventive inspections are still not fully conducted or established even 

on selected 4 ME. The preventive maintenance of other MEcan be recognized as future challenges. 

From the viewpoint of achievement of the OVIs, it is thought that a certain amount of time will be 

required in order for effects to be realized. 

Meanwhile, ME monitoring based on the Manuals has so far been implemented two times, and 

BMEU has the capacity to conduct preventive maintenance technical guidance to ME end-users. In 

line with this, the end-users have started to realize the necessity and effectiveness of preventive 

maintenance. 

However, since problems still remain regarding budget steps for training implementation by the 

BMEU, further support will be required by the MOH, etc. Moreover, since preventive maintenance 

training materials have only been compiled for four types of ME, it will be necessary to make 

preparations so that teaching materials, etc. can be autonomously developed from now on.  

(5) Project Purpose  

The OVIs of the Project Purpose have generally been achieved, however, it will take a certain amount 

of time for ME management work to reach the level anticipated in the Project. 

Through project implementation, the National Guideline and the Manuals have been introduced and 

the database necessary for ME management in Eritrea has been developed. Moreover, a number of 

technical training has been conducted with cooperation from Kenyanengineers, and human resources 

capable of working as trainers have been nurtured in the BMEU. Concerning the anticipated role of 

the BMEU as a guidance agency, the concept of preventive maintenance, which until now is 

inadequate, has been introduced and teaching materials have been developed. Although the originally 

intended level has not yet been attained, the necessary foundation has been formed and will likely 

make a major contribution to ME management in Eritrea in the future. 

However, concerning whether ME management work and work environment improvement linked to 

ME (ME-related 5S practice) based on the National Guideline and the Manuals has become 

established as routine work, it is difficult to measure effects within the project period due to the delay 

in overall activities arising from construction of the ME management system, etc. 

3-2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

Although the importance of ME management has until now been recognized, there have been no 

national guidelines or policy documents to clarify this until the commencement of the Project, and 

there were no manuals, etc. including uniform formats, etc. for conducting uniform management. 

Accordingly, the MOH and the BMEU, which is responsible for managing ME, were unable to 

gauge the state of ME in the country or conduct the systematic and efficient management and 

monitoring of ME. 

Moreover, when ME broke down, because health personnel on the ground (ME end-users) only 
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consigned repairs to the BMEU, it was difficult for preventive maintenance awareness to take root 

in workplaces using various kinds of ME. 

Under these circumstances, the MOH presented the Basic Health Care Package (BHCP) under 

National Health Policy (NHP) issued on March 2010 and the more specific Health Sector Strategic 

Development Plan (HSSDP) 2010-2014 to make a major contribution towards providing quality 

public health services through fully utilizing existing resources.  

As the Project Purpose of improving the ME management system, together with capacity 

development in health personnel, procurement of medical supplies and its regulation and control, 

and providing laboratory and diagnosis services, is regarded as one of the measures for effectively 

and efficiently implementing the BHCP as ME engineering, these objectives have been raised as a 

result of the MOH recognizing the need and importance of ME management in enhancing 

healthcare services in the course of the Project. 

Accordingly, the Project is consistent with the respective needs of the MOH, the BMEU and health 

facilities especially for hospitals, and it was confirmed that the high relevance of the Project 

Purpose was being sustained at the time of the Terminal Evaluation too. 

(2) Effectiveness 

Although outputs couldn’t be fully confirmed during the Project period, a start was effected in basic 

operation regarding the four outputs, i.e. Output 1: National guideline for the ME management is 

adopted, Output 2: National guideline for the ME management is adopted, Output 3: Work 

environment in relation to ME at the target hospitals is further improved, and Output 4: Preventive 

maintenance practice is routinely conducted by ME end-users at the target hospitals. Also, the fact 

that a system for sharing information and smoothing cooperation between and within organizations 

via the implementation of supervision and guidance from superior agencies based on reports, etc. 

and the establishment of committees, etc. contributed greatly towards the Project effectiveness. 

Moreover, the trainings for basic technical skill for ME maintenance provided by JICA Experts and 

the Kenyan engineer during the first half of the project period substantially contributed to capacity 

their building. Through these activities, it is considered that the capacity of BMEU counterpart 

personnel is further enhanced in terms of technical skills. Accordingly, although some of the 

contents have not yet become established on the level of daily routine work, the foundation for ME 

management in Eritrea has been prepared and Project effectiveness has generally been high. 

(3) Efficiency 

Several factors affected progress though the Project activities have been implemented in accordance 

with the Plan of Operation (PO). It is particularly worth noting that compilation of the National 

Guideline took longer than expected up to completion of the first edition because of the sheer 

amount of work involved and the transfer of the MOH staff involved. Moreover, development of the 

ME management system (including database) was advanced in view of the priority and necessity of 

improving ME management upon assuming that it will require more time than expected. As a result, 

delays arose in the subsequent work. Although operations at each target site have been started 
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regarding ME-related 5S and preventive maintenance on ME, activities have not yet become 

embedded. 

However,since revision of the National Guideline will be finalized by the end of the project period 

and it is scheduled for these to be distributed to referral hospitals throughout the country, Output 1 

will be achieved on time. Moreover, concerning integration of ME management with 5S, since 

creation of the ME inventory is closely linked to the above database system; this should be 

implemented when the database is finished. Accordingly, it can be explained that the 5S activities 

linked to ME that were pointed out in the Mid-term Review came to be implemented in earnest after 

the Review. 

Summing up, in terms of the progress of the project activities, efficiency was generally maintained. 

(4) Impact 

Although Outputs could not be fully confirmed during the project period, the base for the ME 

management system in Eritrea has been formed as noted above. Concerning the National Guideline 

and the Manuals, it is scheduled to distribute them to referral hospitals across the country by the end 

of the Project and a certain degree of diffusion can be expected, however the MOH and other 

related agencies will need to display an even greater level of commitment and secure human and 

financial resources. Even though supervisory and guidance personnel have been nurtured in the 

MOH and the BMEU as a result of the Project, it will not be easy to continuously implement on the 

nationwide scale workshops, monitoring activities and follow-up guidance geared to serving 

facilities (hospitals) and regions with differing needs. Moreover, since it will also be necessary to 

secure budget to pay for the travel expenses, venue costs and materials printing expenses required 

for such workshops and guidance, it is desirable to estimate the human resources and budget that 

will be needed for full-scale nationwide deployment. Meanwhile, concerning the Project target 

hospitals, since ME work environment improvement and preventive maintenance have only just 

been introduced, there will clearly be a strong need to establish operations at these hospitals ahead 

of national deployment. 

Moreover, though there is no error of logical composition and/orlogical discrepancy between the 

Overall Goal and Super Goal, since strengthening of the ME management system plays a basic role 

in providing other services (medical examination and treatment services, medical supplies 

procurement, EPI, medical facilities infrastructure construction, etc.), it is extremely important in 

improving health services, however, it needs to be considered as an indirect contribution. Therefore, 

in order to realize the Super Goal of improving health services, it will be absolutely essential for the 

other external conditions described above to be met.  

(5) Sustainability 

As was described in the section on Impacts, the Project Purpose of improving ME management 

including maintenance is clearly cited in the NHP and the HSSDP, which prescribes the concrete 

measures and policies for achieving this. As the outcomes of this, the Outputs are clearly given. 

This shows that the Government of Eritrea and the MOH strongly recognize the necessity and 
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importance of strengthening the ME management system in order to improve health services in the 

country; moreover, since this represents political backing for the extension of ME management in 

line with the National Guideline to medical facilities in Eritrea following completion of the Project, 

the political self-sustainability of the benefits is guaranteed to an extent. Actually, it is scheduled for 

the revised edition of the National Guideline to be completed and distributed to referral hospitals 

throughout the country by the end of the Project, and the strong commitment of the MOH towards 

sustaining and extending the Project benefits can be gathered from this. Moreover, preparations are 

underway to raise the BMEU in status from a single unit under the MOH to a division, and it is 

anticipated that the BMEU will play a more important role in improving ME management 

throughout the country. 

It has been seen how the MOH is actively working to improve the health sector through distributing 

the National Guideline throughout the country and establishing satellite workshops in each region 

and so on. Against the current harsh economic backdrop and difficult domestic situation, this 

commitment by the MOH including its policy approach is praiseworthy, however, simply 

distributing the Guidelines and the Manuals is not enough to ensure the nationwide implementation 

of proper ME management; it is also necessary to implement training and workshops geared to 

introduction on a national scale. The expenses for training and workshops, etc. staged in the Project 

have so far been paid out of the project budget, however, it will be necessary to secure additional 

budget and plan expenditure when deploying such activities all over the country. 

From the technical viewpoint, project implementation has resulted in construction of a medical 

equipment management system including database and a setup where ME management in Eritrea 

can be implemented both effectively and efficiently. Moreover, various types of forms have been 

prepared under uniform formats and operations based on the Manuals have been commenced, 

thereby creating the foundations for management technology. However, as was stated in the section 

on “Impacts”, since only a start has been made in improvement of the ME-related work 

environment and introduction of preventive maintenance, the Eritrean side will need to 

continuously implement activities geared to firm establishment in order to secure self-sustainability 

from the technical viewpoint. 

3-3 Factors that promoted the attainment of the Project 

(1) Concerning the project design 

The Project aims to achieve the following outputs in order to realize strengthening of the ME 

management system in Eritrea. 

1. System building and verification (central level) 

2. Strengthening of organizational capacity and technical capacity of the agency that 

supervises equipment management (responsible agency for practical ME management) 

3. Work environment improvement via 5S-KAIZEN-TQM, etc. (the said responsible agency 

and medical work settings) 
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4. Basic technical guidance and preventive maintenance guidance in medical work settings. 

These outputs not only cover activities at each level on the vertical line through ME in Eritrea, but 

through building a monitoring setup, they bolster linkage from vertical line to vertical relationships. 

Accordingly, the Project comprises an appropriate design for building the foundation of ME 

management work (the Project Purpose), and the relationship between means and objectives in the 

Project Purpose and Outputs is sustained without any logical discrepancy.  

(2) Concerning the implementation process of the Project 

Soft component as a part of the Grant AidProject was started at almost the same time as the Project 

and was planned in collaboration with this technical cooperation. The soft component has been 

implemented with the aims of establishing an equipment registration ledger, preparing documents 

necessary for maintenance, building the maintenance system, staging workshops for hospital 

personnel and distributing routine inspection sheets, etc., and activities have been continued in a 

mutually complementary manner with the Project. If the ME management system developed in the 

Project continues to be operated, this will facilitate confirmation of the operability and condition of 

the supplied equipment and make a major contribution to the follow-up of equipment. 

Under the AAKCP, introduction of 5S activities at Orotta Hospital was started before the Project, and 

support for the introduction of 5S has subsequently been voluntarily conducted at Halibet Hospital. 

Accordingly, the foundation for 5S activities had already been formed at the beginning of the Project. 

The administrator of Orotta Hospital is especially enthusiastic about promoting the 5S activities. 

Following the start of the Project too, opportunities for information sharing and discussing policies 

and roles with the AAKCP have continued to be provided, and the partial assistances of expensesfor 

5S workshops and study tours, etc. has greatly contributed to efficient project operation.  

3-4 Factors that impeded the attainment of the Project 

(1) Concerning the project design 

No major obstacles have been observed as far as the project plan is concerned. 

(2) Concerning the implementation process of the Project 

As described in the top section of “Effectiveness”, analysis result of the baseline survey could not be 

fully utilized in the monitoring of the Project performance. Thus, the issue is considered to be an 

inhibitory factor against the effectiveness of the Project. 

3-5 Conclusions 

The National Guideline and the Manuals for ME management, as well as the ME management system 

with high operability were developed with support from the Project as of the time of the Terminal 

Evaluation. Meanwhile, ME-related 5S activities and preventive maintenance activities have just 

started and will reach to the introductory stage by the end of the project period, though several 

factors affected the smooth progress of the project activities. Therefore, since it is considered that the 
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necessary foundation ofME management system in Eritrea is established, relevance, effectiveness 

and efficiency of the Project is high in general. 

Furthermore, it is anticipated that the ME management system will be expanded to other regional 

health facilities with Eritrean self-help endeavor, since the foundation of the ME management system 

is on the verge of being established and political evidences from the NHP and HSSDP were obtained. 

Thus, from the aspects of the probability of achievement of the Overall Goal, positive impact and 

political sustainability would be expected in some degree.  

Nevertheless, ME-related 5S activities and preventive maintenance activities are lagging behind the 

schedule. Thus, it is considered that feasibility and embeddedness of those activities at the target 

hospitals should be verified in advance of expansion to other regional health facilities.  

In conclusion, the Project has almost met its objectives on the basis of the comprehensive evaluation 

result, of which confirmed the reinforcement of the ME management system at sufficient level.  

3-6 Recommendations 

<The MOH> 

1.The MOH should continue political, financial and technical support to relevant sections 

necessary for maintenance and development of the ME management system, which was 

strengthened by the Project. 

2.The MOH should discuss about the necessary human resources, budget allocation, 

implementation procedures in training courses, etc. with sections concerned for future expansion 

of the ME management system nationwide. 

3.The MOH should exert efforts to establish the implementation system for the expansion of the 

ME management system by obtaining external resources especially for human resource 

development and budget allocation as needed basis. 

4.The MOH should analyze problems by using database and reports introduced through the Project 

in order to maximize utilization of ME. 

5.The MOH should discuss with organizations concerned about the efficient utilization of AAKCP 

assistance for 5S practice to health facilities. 

<The BMEU> 

1.The BMEU should exert continuous efforts to sustain and develop the ME management system 

strengthened by the Project by further enhancement of the project activities. 

2.The BMEU should take initiative to achieve the embeddedness of non-attained activities such as 

ME-related 5S as well as preventive maintenance. 

3.The BMEU should exert continuous efforts to ensure opportunities to capability raising not only 

for ME management but also basic engineering skills. 
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<Target Hospitals> 

1.The target hospitals should exert continuous efforts for further enhancement of work 

environment, ME management and preventive maintenance. 

2.The target hospitals should exert continuous efforts for further improvement of problem-solving 

capacity as well as information sharing of experiences such as good practices of 5S activities. 

<JICA Experts> 

1.JICA Experts should provide opportunities not only for counterpart organizations but also 

relevant parties in health sector, to share the experiences and achievements of the Project. 

2.JICA Experts should put necessary activities and/or operating procedures in writings for easy 

reference in order to hand over the tasks and activities of JICA Experts to counterpart personnel 

smoothly. 

3.JICA Experts should discuss with the MOH and the BMEU about their roles as well as 

implementation procedures for the embeddedness of non-attained activities such as ME-related 5S 

and preventive maintenance in anticipation of the termination of the Project. 

4.JICA Experts should provide necessary advices and guidance to facilitate the problem analysis 

by the MOH. 

5.JICA Experts should continue hands-on training for system maintenance of database systems 

introduced to the BMEU in parallel with the development of fundamental skills of database 

management. 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

エリトリア国（以下、エリトリア）は、30年にわたるエチオピアとの内戦を経て1993年に独立

を果たしたが、2008年の1人当たりの国民総所得（GNI）が300米ドルと依然として低水準にとどま

っている。保健医療への投資も十分確保できない一方で、基礎的な保健医療サービスの強化等に

積極的に取り組んだ結果、2008年の5歳未満児及び妊産婦死亡率はおのおの58（出生1,000対）、450

（出生10万対）とアフリカの平均よりも減少する等、着実な成果を上げている。 

しかしながら、エリトリアの医療機材には、イタリア等開発パートナー機関から供与された中

古品も多く、故障された際の修理が容易でなかったことから、これまで現場での医療従事者（機

材ユーザー）には保守管理の意識が芽生えづらい状況が続いていた。また、エリトリア国内の医

療機材管理を一手に担う保健省傘下の医療機材保守管理ユニット（BMEU）は、現場からの修理要

請に随時応えるのみであり、故障を未然に防ぐ方策は十分取ってこなかった。かかる状況をエリ

トリア保健省が問題視し、BMEUを中核とする予防的保守管理の体制づくりを志向するに至った。 

これまでのわが国の対エリトリア援助実績として、2007年9月にエリトリアの地域保健医療の中

核病院4カ所及びBMEUに対する無償資金協力を通じた機材供与の実施を表明した。その後の供与

過程におけるエリトリア保健省からの上述の予防的保守管理体制の実現に向けた技術協力プロジ

ェクトの要請を受け、JICAは、BMEUを修理対応機関から機材保守管理の指導機関へと転換させ、

それにふさわしい権限と機能をもつ組織へ変革させること、また、医療現場における機材ユーザ

ーの意識変容を促すことを通じエリトリアの予防的機材維持管理体制を定着させることを目的と

して、2008年5月から2011年5月までの3年間の予定で、保健省をカウンターパート機関として、技

術協力プロジェクト「保健医療サービス向上のための医療機材管理システム強化プロジェクト」

を実施している。 

本プロジェクトでは、専門家（医療機材管理システム、総合的品質管理、医療機材保守管理技

術、情報システム、業務調整）の派遣を通じ、これまでエリトリア医療機材管理の現状分析、医

療機材管理に関する国家ガイドラインの作成、BMEU及び対象病院（オロッタ病院、ハリベット病

院及びビラッジオ・ジニオ病院）で活用するための医療機材管理マニュアルの作成及び同マニュ

アルに基づく研修、BMEU向け医療機材管理データベースの作成、更には、これらの活動を効率的

に実施するための業務改善研修を行ってきている。 

2009年12月に実施された中間レビュー調査では、エリトリアの強いコミットメントもあり、本

プロジェクトの主要な成果である①国家ガイドラインの第1稿の完成、②医療機材管理マニュアル

の完成、③BMEU職員への研修等を通じた組織能力強化、④対象病院の医療機材管理に関する業務

環境の改善が認められた。今後は、プロジェクト終了に向け、目標である予防的機材維持管理の

日常業務化の達成が期待されているところである。 

今回実施する終了時評価調査は、2011年5月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実

績、成果を評価、確認するとともに、評価結果から今後の活動方針に関する協議を行うことを目

的として調査を実施したものである。 

 

１－２ 終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下に示すとおりである。 
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1）プロジェクトの進捗をレビューし、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性）の評価基準に従ってプロジェクトの成果を評価する。 

2）プロジェクトの成果に対する促進要因及び阻害要因を同定する。 

3）上記の分析結果に基づいてエリトリア側と共同で残りのプロジェクト期間での活動方針につ

いて協議する。 

4）合同評価報告書に調査結果を取りまとめる。 

 

１－３ 合同評価調査団のメンバー 

 終了時評価は、JICA及びエリトリア側と合同で実施した。終了時合同評価チーム（以下、評価

チーム）の構成は以下のとおりである。 

 

＜日本側＞ 

氏 名 担当業務 役職及び所属 現地派遣期間 

菊地 太郎 総 括 
JICA人間開発部 保健第一グループ 
保健第一課 主任調査役 

2011/2/6～
2011/2/14 

伊達 卓二 医療機材保守管理 
保健医療経営大学 
保健医療経営学部 教授 

2011/2/6～
2011/2/14 

井上 洋一 評価分析 
日本開発サービス 調査部 
主任研究員 

2011/2/3～
2011/2/14 

 

＜エリトリア側＞ 

氏 名 役職及び所属 

Dr. Berhane DEBRU Director of Medical Services Division, MOH 

Dr. Tesfai SOLOMON Acting Director General of Regulatory Services Department, MOH

Mr. Solomon OGBAZGHI Head of BMEU 

 

 現地調査は2011年2月3日から2011年2月14日に実施し、サイト視察、インタビュー、プロジェク

ト報告書等の関連文書レビューを実施した。 

 

１－４ 調査日程 

日順 日 時 菊地団長 
伊達団員（医療

機材保守管理）
井上団員（評価分析） 

1 2月3日 木  22:25 アスマラ着 

2 2月4日 金  

08:30 オロッタ病院 

10:15 ハリベット病院 

14:00  BMEU 

15:30 保健省関係者と協議 

3 2月5日 土  
08:30 ビラッジオ・ジニオ病院 

日本人専門家との協議 

4 2月6日 日  資料整理 
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5 2月7日 月 22：25 アスマラ着 評価分析作業 

6 2月8日 火 

団内協議 

11:00 保健省表敬 

14:30 保健省関係者と協議  

16:30  BMEU 

7 2月9日 水 

08:30 オロッタ病院 

10:00 ハリベット病院 

11:30 ビラッジオ・ジニオ病院 

（以下、菊地団長のみ） 

14:30 国際連合児童基金

（UNICEF）訪問 

16:00 世界保健機関（WHO）訪問

評価分析作業 

8 2月10日 木 合同評価レポート（案）協議（日本人専門家） 

9 2月11日 金 合同評価レポート（案）協議（保健省関係者） 

10 2月12日 土 資料整理 

11 2月13日 日 資料整理 

12 2月14日 月 

09:00 合同調整委員会（合同評価レポート発表） 

15:00 保健大臣表敬〔評価結果報告及び協議議事録（M/M）署名〕 

23:50 アスマラ発 

 

１－５ 主要面談者リスト 

No 氏名 所属先 役職 

1 Ms. Amina Nurhussien Ministry of Health Minister 

2 

 

Mr. Berhane Ghebretensae 

 

Ministry of Health 

 

Director General, Health Services 

Department 

3 

 

Dr. Ghermai Tefasellasie 

 

Ministry of Health 

 

Director,  

International Cooperation Office 

4 

 

Dr. Berhane Debru 

 

Ministry of Health 

 

Director,  

Medical Services Division 

5 

 

Dr. Tesfai Solomon 

 

Ministry of Health 

 

Acting Director General,  

Regulatory Services Department 

6 Mr. Teclemariam Amare Ministry of Health Medical Services Division 

7 Ms. Regbe Samuel Ministry of Health Medical Services Division 

8 Dr. Worde Mesfin Maakel Regional Office Zonal Health Director 

9 Mr. Solomon Ogbazghi BMEU Head of Technical Service 

10 Mr. Ogbamichael Kubrom BMEU Head of Training Center 

11 Mr. Mebrahtu Abraham BMEU Administrator 

12 Dr. Weldu Kahsay Orotta Hospital Medical Director 

13 Mr. Ghebremicael Tesfazghi Orotta Hospital Administrator 
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14 Ms. Semainesh Araya Orotta Hospital MEM Chairperson 

15 Dr. Beyene Tewelde Halibet Hospital Medical Director 

16 Mr. Mehari Waldai Halibet Hospital Administrator 

17 Mr. Haileab Berhe Halibet Hospital MEM Chairperson 

18 Dr. Woldu Asmerom Villagio Ginio Hospital Medical Director 

19 Mr. Zedinghil Ghorghorios Villagio Ginio Hospital Acting Administrator/Matron 

20 Mr. Simon Gebrehiwet Villagio Ginio Hospital MEM Chairperson 

21 Dr. Idrissa Sow WHO Eritrea Representative 

22 

 

Dr. Sayed Ezatullah Majeed 

 

UNICEF Eritrea 

 

Chief of YCSD（Young Child Survival 

& Development） 

23 Mr. Tsuneo Tsurusaki  JICA Expert, Donor Coordination 

24 Dr. Shigeki Taniho  JICA Expert for the project 

25 Mr. Kazuhiro Ajiki  JICA Expert for the project 

26 Mr. Tatsuya Kaneko  JICA Expert for the project 

27 Ms. Makiko Osada  JICA Project Coordinator 

 

１－６ プロジェクトの枠組み 

本プロジェクトでは、行政レベルで医療機材管理に関する国家ガイドラインを策定し、病院や

関係機関に導入する（成果1）とともに、エリトリアで一元的に医療機材を管理しているBMEUの

人員補強を含む機能強化と医療機材保守管理の指導能力を改善（成果2）する。一方で、パイロッ

ト病院（ターゲット病院)1においては整理・整頓・清潔・清掃・しつけ（5S）活動2の導入を通じ

て、医療機材管理改善の前段階としての業務環境改善と医療機材ユーザーの意識改革に取り組み

（成果3）、最終的にはBMEUとターゲット病院が協力して、各病院での予防的保守管理の定着をめ

ざしている。 

以上の取り組みを通じて、本プロジェクトは将来的な自助努力による全国展開に向けた医療機

材管理体制強化の基礎づくりを行うもの（プロジェクト目標）である。 

最新プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）であるＶersion 2に示される上位目標、プ

ロジェクト目標、成果、活動を以下に示す。 

 

                             
1 オロッタ病院は三次医療施設として分類される国家レファラル病院であり、他の専門病院とともに複合医療施設を形成してい

る。ハリベット病院はマアケル地方（Zoba）を管轄する地方レファラル病院である。ビラッジオ・ジニオ病院（2009年11月

に正式名称をベット・メカエコミュニティ病院に変更）はハリベット病院のレファラル下にあるコミュニティ病院であり、

ハリベット病院とビラッジオ・ジオニ病院は、共に二次医療施設に分類される。 
2 製造業、サービス業などの職場環境の維持改善で用いられる5項目のスローガンであり、5項目（整理【Seiri】、整頓【Seiton】、

清掃【Seisou】、清潔【Seiketu】、及びしつけ【Shitsuke】）のローマ字での頭文字がいずれもSとなっていることに由来する。 
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最新のPDM（Version 2：2009年12月22日改訂）に基づくプロジェクトの要約 

スーパーゴー

ル 

レファラル及び州病院〔アスマラ及び5つの州（Zoba）〕の保健医療サービス

の質が向上する。 

上位目標 改善された医療機材管理業務が他のレファラル及び州病院に普及される。 

プロジェクト

目標 

ターゲット病院において、保守管理を含む医療機材の管理業務が改善される。

成 果 成果1 

 医療機材管理に関する国家ガイドラインが導入される。 

成果2 

 BMEUの能力と作業実績が改善される。 

成果3 

 ターゲット病院における医療機材関連の業務環境が改善される。 

成果4 

医療機材の予防的保守管理がターゲット病院の医療機材ユーザーによる日

常業務として実施される。 

活 動 活動1 

1-1．医療機材管理ガイドラインの作成委員会を組織する。 

1-2．医療機材管理の現状分析を行う。 

1-3．病院用医療機材管理各種指定フォーム・マニュアルを作成する。 

1-4．保健省用医療機材管理各種指定フォーム・マニュアルを作成する。 

1-5．BMEU用医療機材管理各種指定フォーム・マニュアルを作成する。 

1-6．医療機材管理ガイドライン案を作成する。 

1-7．合意形成のためのワークショップを開催する。 

1-8．保健省がガイドラインを公表する。 

1-9．ガイドラインを発行する。 

1-10. 発行されたガイドラインを配布する。 

1-11. 承認された医療機材ガイドラインに基づき、病院長及び病院医療機材

管理チームに対して管理研修を行う。 

1-12. ガイドラインの補足資料として標準医療機材リストがドラフトされ

る。 

1-13. 病院及びBMEUからのフィードバックを踏まえて改訂されたガイド

ライン及びマニュアルが配布される。 

 

活動2 

2-1．BMEU職員に対して技術研修及び予防的保守管理研修を実施する。 

2-2．BMEUにおいて、5S活動を実施する。 

2-3．BMEUがBMEUにおけるワークショップのための“標準作業手順（SOP）”

を整備する。 

2-4．BMEUにおいて医療機材ユーザーのための予防的保守管理に関する研

修モジュールと指導教材を作成する。 
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2-5．BMEUが定期的なモニタリングと指導を医療機器ユーザーに対して行

う。 

2-6．保健省が定期的にBMEUを監督する。 

2-7．保健省がBMEUの人材を増員する。 

2-8．ハリベット病院における医療機材保守管理サテライトワークショップ

設置を準備する。 

2-9．BMEUがサテライトワークショップに対して技術支援を行う。 

2-10. 各病院及びBMEUが医療機材、消耗品、スペアパーツの在庫目録及び

調達計画を作成する。 

 

活動3 

3-1．ベースライン調査を実施する（患者及び医療従事者の満足度及び医療

機材管理の認知度）。 

3-2．病院管理者が医療機材管理に関する5S活動に関してBMEUと協力す

る。 

3-3．各ターゲット病院で5S活動を実施し、医療機材管理に5S活動の原則を

適用させる。 

3-4．5S活動を通じて、医療機材運用環境改善のための小規模な施設改修を

行う。 

3-5．活動の情報交換と普及のためのワークショップとスタディツアーを行

う。 

 

活動4 

4-1．BMEUが予防的保守管理技術を各ターゲット病院の医療機材ユーザー

に指導する。 

4-2．ターゲット病院において医療機材ユーザーが、すべての医療機材につ

いて予防的保守管理を実施する。 

4-3．病院管理者が医療機材の運用状況についてモニタリングを行う。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価手法 

終了時評価は『新JICA事業評価ガイドライン』（2010年6月）に沿って実施された。実績・実施

プロセスの確認と5項目評価を行うための調査項目について、何をどのように実施したらよいのか

具体的な方法を検討するため、評価設問、必要な情報・データ、情報源、データ収集方法につい

て一覧表で示した評価グリッドを作成した。 

日本側評価チームのメンバーは評価グリッドに基づき、カウンターパートや各関係機関、日本

人専門家に対して質問票やインタビューを実施し、プロジェクトのレビューを実施した。 

調査結果はエリトリア側と合同で、最新のPDM Version 2（2009年12月22日改訂）に基づいてプ

ロジェクト成果の到達度の確認及び評価5項目での分析を実施し、合同評価報告書を取りまとめた。 

 

２－２ 評価5項目 

本終了時評価に用いた評価5項目の概説を以下の表１に示す。 

 

表１ 評価5項目の概説 

評価5項目 概  説 

妥当性 終了時評価時点での現状・実績に基づいて、プロジェクトの目標（PDMのプロ

ジェクト目標、上位目標及びスーパーゴール）が、受益者のニーズと合致して

いるか、エリトリア側の政策と日本の援助政策との整合性はあるかといった、

「援助プロジェクトの正当性」を検討する。 

有効性 終了時評価時点での現状・実績に基づいて、PDMの「プロジェクトの成果」の

達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の達成にどの程度結びついたかを

検討する。 

効率性 終了時評価時点での現状・実績に基づいて、プロジェクトの「投入」から生み

出される「成果」の程度を把握する。各投入のタイミング、量、質の適切度を

検討する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討

する。終了時評価でのインパクト評価は、評価の必要性・可能性に応じて検証

作業を行う。 

自立発展性 援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、自

立発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通しを

検討する。終了時評価での自立発展性評価は、予測・見込みに基づいて検証作

業を行う。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投 入 

 （1）日本側投入実績 

以下に、2011年2月現在のプロジェクトに対する日本側からの投入（見込み）を示す。詳細

は付属資料の合同評価報告書（Annex 4）を参照のこと。 

 

構成 投入 

日本人専門家の派遣 延べ8名（56.22MM） 

資機材の提供 17,491,000円 

現地活動費 37,041,000円 

 

 （2）エリトリア側投入実績 

以下に、2011年2月現在のプロジェクトに対するエリトリア側からの投入を示す。 

カウンターパート配置：12名 

土地・施設提供：保健省及びBMEU内プロジェクト事務所スペース 

ローカルコスト負担：プロジェクト事務所光熱費 

 

３－２ プロジェクトの実績 

 （1）プロジェクト活動の実績 

成果に係るプロジェクト活動実績を以下に示す。 

 

成果1 

 医療機材管理に関する国家ガイドラインが導入される。 

活 動 達成事項 

1-1. 医療機材管理ガイドライ

ンの作成委員会を組織する。 

2008年6月、保健省内に医療機材管理ガイドライン作成委員会及

びタスクフォースチームが組織された。 

1-2. 医療機材管理の現状分析

を行う。 

プロジェクトの各種会議や視察によって、医療機材管理の現状

分析を行った。現状分析の結果、BMEUの課題として、①技師

数の不足、②ほこりなどによるワークショップの作業環境の悪

さ、③出張点検・修理のための交通手段の確保、④病院側の技

師の不在、⑤実績に基づかない一律の給与体系（BMEU業務対

価の必要性）、が明らかとなった。 

1-3. 病院用医療機材管理各種

指定フォーム・マニュアルを

作成する。 

1-4. 保健省用医療機材管理各

種指定フォーム・マニュアル

を作成する。 

1-5. BMEU用医療機材管理各種

BMEU研修長と保健省医薬品登録・評価ユニット担当官、臨床

サービス管理ユニット担当官、JICA専門家（医療機材保守管理

技術/教材開発）4人が中心となり、以下に示す各組織それぞれ

の医療機材管理指定フォーム類を含むマニュアルを作成した。

保健省用医療機材管理マニュアル（2009年9月） 

BMEU用医療機材管理マニュアル（2009年12月） 

国家及びレファラル病院用医療機材管理マニュアル（2009年9
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指定フォーム・マニュアルを

作成する。 

月） 

BMEU事務長の任命やBMEU管理業務の根本的見直しに時間が

かかり、フォーム・マニュアルの完成に若干の遅れが生じた。

1-6. 医療機材管理ガイドライ

ン案を作成する。 

2008年11月に開催された医療機材管理ガイドラインのワークシ

ョップで、ガイドライン本文の第1稿が作成された。 

1-7. 合意形成のためのワーク

ショップを開催する。 

上記のワークショップで、ガイドライン本文と病院用、保健省

用、BMEU用の医療機材管理の各種指定フォーム・マニュアル

について基本的な合意が形成された。 

1-8. 保健省がガイドラインを

公表する。 

1-9. ガイドラインを発行する。 

保健省は上記ガイドライン及びマニュアルに対し、保健省は公

式なガイドラインとして承認する公文書を発行した。 

公文書には、ガイドライン及びマニュアルはパイロット3病院で

導入、必要な改訂を行った後にすべての公立医療機関へ適用を

拡大する方針を明記している。 

ガイドライン本文や病院用、保健省用の医療機材管理の各種指

定フォーム・マニュアルは、日本で印刷され、2009年9月に発行

された。 

1-10. 発行されたガイドライン

を配布する。 

2009年10月、保健省と病院の関係者を対象とした医療機材管理

セミナーで、ガイドラインを配布した。 

1-11. 承認された医療機材ガイ

ドラインに基づき、病院長及

び病院医療機材管理チーム

に対して管理研修を行う。 

終了時評価時点までに、保健施設関係者向け医療機材管理セミ

ナー、保健省向け医療機材管理セミナー、病院用医療機材管理

マニュアル導入セミナー及びフォローアップセミナー等を実施

し、約400名が研修に参加した。 

フォローアップセミナーでは、JICA専門家とBMEUトレーナー

が協力して病院の実務担当者に対して医療機材のチェックや報

告書作成について実地訓練を行い、毎月の医療機材管理報告書

提出に貢献している。 

当初、医療機材管理チームは院長、事務長、技術者の3人が想定

されていたが、報告書作成等の実務を行う時間が確保できない

という問題が発生したため、2010年10月、テクニシャン、薬剤

師、書記（報告書作成責任者）らの実務者を中心とし、より人数

も拡大した医療機材管理委員会を各ターゲット病院に設置した。

1-12. ガイドラインの補足資料

として標準医療機材リスト

がドラフトされる。 

2009年より標準医療機材リスト作成委員会が招集され、目的、

形態などが話し合われ、医療機材保守管理技術専門家が枠組み

と幾つかのサンプルを提示した。 

保健省側は作成の過程を重要視し、現在の病院の実情を調査し、

かつ現場の医療従事者の意見を取り入れたリスト作成を望んで

いるため、同委員会は2011年2月下旬にアスマラ外を含めた病院

を調査、ドラフトの作成を予定している。その後、標準医療機

材リスト（案）は、プロジェクト期間終了までに作成される予

定である。 
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1-13. 病院及びBMEUからのフ

ィードバックを踏まえて改

訂されたガイドライン及び

マニュアルが配布される。 

病院用マニュアル：2010年9月よりマニュアルの問題点を病院、

保健省及びBMEUから挙げ、医療機材管理ガイドライン作成委

員会で話し合われ、改訂版を作成した。11～12月にターゲット

病院で運用のセミナーと最終的な問題点の抽出を行い（活動

1-11参照）、12月に関係者を集めた合意形成ワークショップを実

施した。 

保健省及びBMEUマニュアルは順次改訂を予定しており、改訂

合意形成ワークショップは2011年2月に実施予定である。 

また、ガイドラインもマニュアル改訂に合わせて、基礎・理論

に関する必要部分について改訂を行う。2011年4月に改訂合意形

成ワークショップを実施するとともに、改訂したガイドライン

及びマニュアルの配布を行う予定である。 

 

成果2 

 BMEUの能力と作業実績が改善される。 

活 動 達成事項 

2-1. BMEU職員に対して技術研

修及び予防的保守管理研修

を実施する。 

終了時評価時点までに、ケニア人技術者によるBMEU技術研修

が3回実施された。 

中間レビュー以降、ケニア人技術者によるBMEUトレーナーへ

の指導者研修（TOT）として4機材（電気メス、吸引器、顕微鏡、

圧力調整付き酸素加湿装置）の予防的保守管理教材の作成と指

導方法の研修を行った（2週間、受講者19人）。 

TOTにより養成されたBMEUトレーナーによるハリベット病院

サテライトワークショップテクニシャン研修（オロッタ病院、

ビラッジオ・ジニオ病院の技術者を含む）では、研修で作成し

た予防的保守管理教材を用い、サテライトワークショップテク

ニシャンが自身で医療機材ユーザーに予防的保守管理について

の指導を行っていけるような能力育成を行った（2週間、受講者

18人、BMEUトレーナー9人）。 

また、本研修に続く動きとして、保健省の予算でソーラーシス

テム、コールドチェーンの保守管理に関する研修が行われた（2

週間、受講者13人、BMEUトレーナー5人）。 

研修内容は基礎的医療機材工学から、より予防的保守管理に重

点を置いたものになっている。 

2-2. BMEUにおいて、5S活動を

実施する。 

5Sクリーンアップ活動及び5Sワークショップが中間レビュー

までに、おのおの2回ずつ実施された。 

中間レビュー以降、医療機材関連の5Sに特に力を入れており、

BMEU技術者総出で、2010年8～9月にBMEU内の廃棄医療機材

の特定・搬出・整理を行う傍ら、BMEU内ワークショップ、廊

下、倉庫の整理・整頓・清掃活動を行った。 
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このなかで510の医療機材が要廃棄と特定され、建物内からの搬

出等の措置がとられたが、BMEU→保健省→財務省を通す廃棄

承認手続きが完了しておらず、まだ最終的な処分には至ってい

ない。本プロジェクト終了前には最終処分を完了させることを、

BMEUテクニカルサービス長と確認している。 

2-3. BMEUがBMEUにおけるワ

ークショップのための“標準

作業手順（SOP）”を整備す

る。 

BMEUのSOPは、保守作業手順のSOP、業務管理手順のSOPの2

つを2011年2月に作成予定である。 

このほか、病院用のSOPとして、機材の予防的保守管理手順の

SOP（活動2-1、2010年10月）、医療機材の5SにおけるSOP（2010

年11～12月作成）が完了している。2011年2月に印刷・配布予定。

2-4. BMEUにおいて医療機材ユ

ーザーのための予防的保守

管理に関する研修モジュー

ルと指導教材を作成する。 

指導教材：2010年10月、活動2-1のなかで、BMEUトレーナー及

び医療機材保守管理技術専門家によって作成された。内容は、4

機材の予防的保守管理手順ビデオ（指標4-2「視覚教材」に該当）、

予防的保守管理チェックシート（ユーザーの自己点検用）、SOP

（活動2-3参照）等。 

研修モジュール：予防的保守管理の研修モジュールは、2010年

10月、医療機材保守管理技術専門家によって定義された。その

内容は、指導者が機材ユーザーに対し、自主的に予防的保守管

理についての指導を行い、その活動を自ら発展させていけるよ

うな能力形成のための研修体系を示したものである。これを実

施に移したものが、活動2-1である。 

2-5. BMEUが定期的なモニタリ

ングと指導を医療機器ユー

ザーに対して行う。 

基本的にカスケード方式であり、BMEU→サテライトワークショ

ップテクニシャン→機材ユーザーに指導する、という形をとって

いる。BMEUから機材ユーザーに直接指導することはないが、サ

テライトワークショップテクニシャンの指導が行き届いていない

場合に、BMEUから機材ユーザーに直接指導を行った。 

BMEUトレーナーによる機材ユーザーに対するユーザーメンテナ

ンス研修は2010年12月に実施された。ターゲット病院のうち、オ

ロッタ病院（小児科、産科）、ビラッジオ・ジニオ病院ではBMEU

が直接指導を行い、オロッタ病院（外科、内科）、ハリベット病院

では病院に所属する技術者やサテライトワークショップテクニシ

ャンが自ら指導を行った。研修には活動2-4の教材が使用された。

加えて、2011年1～3月には、BMEUスタッフが地方病院のスー

パービジョンを行っているが、その際、機材ユーザーに対し予

防的保守管理の指導を行ったり、予防的保守管理ビデオの上映

あるいは供与を行っている。 

BMEUが病院での予防的保守管理実施状況をモニタリングする

際に使用するモニタリングフォームは2011年2月に作成する予

定である。これにより同月よりBMEUによる定期モニタリング

が開始される予定である。 
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2-6. 保健省が定期的にBMEU

を監督する。 

これまでBMEUが独自に保健省に提出した年次活動報告はあっ

たが、そもそもBMEUスタッフが定期的に作業記録・報告を行

う習慣がなかったため、年次活動報告に記載された数値が信頼

性の低いものであった。 

プロジェクトでは、活動1-5で作成された各種指定フォーム・マ

ニュアルに基づき、BMEUスタッフが作業記録を作成し、BMEU

作業記録データベース（2010年2月第１版作成、同8～9月改良）

に集約していくシステムを導入した。 

BMEUによる保健省への紙ベースでの報告が導入され、半年ご

と（1月と7月）の保健省への報告書提出が2011年より開始され

た。 

BMEUスタッフ2名にデータベースのオペレーション教育を行

い、同スタッフによるデータベースの更新が行われているが

（2010年 総計774件）、第1回報告はまだ保健省に提出されてい

ない。 

2-7. 保健省がBMEUの人材を

増員する。 

プロジェクト開始後に10名の社会奉仕（National Service)3という

形態で職員が増員され、2008年の総人数は34名であった。 

その後、正職員の雇用もなされ、2010年時点のBMEU総職員数

は37名である。 

2-8. ハリベット病院における

医療機材保守管理サテライ

トワークショップ設置を準

備する。 

2009年2月にハリベット病院内のマアケル地区サテライトワー

クショップ建設が保健省により承認された。 

院内の病棟施設を改修したサテライトワークショップは2010年

10月に竣工し、プロジェクトは改築費及び工具等の調達、納入

及びその使用法説明などを支援した。 

2011年1月現在、マアケル地区保健局所属の技術者及びハリベッ

ト病院所属の技術者が、サテライトワークショップ業務開始の

ための準備を行っている。 

2-9. BMEUがサテライトワーク

ショップに対して技術支援

を行う。 

第1回（2010年2月）：BMEUトレーナー5名により、マアケル州

と他州から集められたサテライトワークショップテクニシャン

32名に対し実施された。 

病院用マニュアル運用のための医療機材管理報告書（活動1-3

指定フォーム）の記入方法 

医療機材管理の基礎知識（5Sの内容を含む）の説明 

実際の医療機材を用いた予防的保守管理の実習 

第2回（2010年10～11月）：活動2-1のとおり、保健省の予算で

BMEUトレーナによるソーラーシステム、コールドチェーンの

保守管理に関する研修が行われた。 

                             
3 社会奉仕（National Service）とは、国の教育機関で教育を受けた者の卒前義務であり、一定の社会奉仕期間（通常1年～2年）、

指定された機関で労働する。 
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2-10. 各病院及びBMEUが医療

機材、消耗品、スペアパーツ

の在庫目録及び調達計画を

作成する。 

2009年2月にデータベースを含む医療機材管理システムが構築

された。その後、データベースの修正・機能追加が行われた。

これまでに病院医療機材のインベントリーデータ4,442件（過去

のインベントリーをコンバートしたデータと、プロジェクトで

独自に調査したデータ）とモニタリングデータ（機材状態、機

材使用状況）2,928件が入力されている。データベースの更新は、

オペレーション教育を受けたBMEUスタッフ2名が、医療機材管

理報告書に基づき行っている。 

2010年8～9月に上記データベースに消耗品・スペアパーツの情

報も入力できる機能追加を行ったが、現時点では同情報の入力

は行われていない。 

データベースに基づき調達計画を作成することは理論上可能で

あるが、現在のところまだその段階には至っていない。今後、

データベース運用が軌道に乗った後に、調達計画の作成が実施

されるものと期待される。 

 

成果3 

 ターゲット病院における医療機材関連の業務環境が改善される。 

活 動 達成事項 

3-1. ベースライン調査を実施

する（患者及び医療従事者の

満足度及び医療機材管理の

認知度）。 

2008年7月、オロッタ病院、ハリベット病院の患者と医療従事者

それぞれ100名（合計400名）を対象に、以下の内容についてベ

ースライン調査を実施した。 

 仕事に対する職員の満足度 

 医療サービスに対する患者の満足度 

 5S及び医療機材管理等に対する認知度 

 医療機材管理及び5S活動等の経験度 

しかしながら、中間レビュー時には、ベースライン調査での調

査内容がプロジェクトのモニタリング評価に十分利用できない

内容であったことが指摘されていた。 

2011年1月に実施したエンドライン調査では、指標の達成度の確

認に加え、客観的にプロジェクトに由来する便益を確認するた

めの追加項目（国家ガイドラインの手順に沿って管理されてい

る医療機材、BMEUによる自立発展的な研修運営管理、医療機

材関連業務環境の改善、医療機材の予防的保守管理活動の実施、

などが把握できるデータ）を含めた調査デザインとしている。

3-2. 病院管理者が医療機材管

理に関する5S活動に関して

BMEUと協力する。 

BMEUトレーナーによる研修や監督指導を通じて、BMEUと病

院の協力関係は強化されつつある。 

特にプロジェクトでは中間レビュー以降、医療機材管理に関す

る5S活動に注力しており、BMEUトレーナーも加わった全ター

ゲット病院の要廃棄医療機材の特定も行った。また、ハリベッ
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ト病院では、2010年9月にBMEUスタッフ総出の下、これら334

の廃棄機材の搬出も行っている。 

活動2-2で示したとおり医療機材の廃棄承認手続きは煩雑であ

るが、ハリベット病院で搬出した機材の廃棄承認手続きは2011

年1月時点で最終段階（財務省）まで進んでおり、機材の最終処

分も近日中に行われる見通しである。 

3-3. 各ターゲット病院で5S活

動を実施し、医療機材管理に

5S活動の原則を適用させる。 

本プロジェクトは、医療機材管理に関する5Sを下記のとおり定

義した。 

項目 定 義 

整理（S1）必要機材・不要機材・ペンディングアイテムに

分類、不要機材の廃棄 

整頓（S2）必要機材及びペンディングアイテムにインベン

トリーシールの貼付（ラベリング）、医療機材管

理データベースへの機材情報集約 

清掃（S3）機材ユーザーによる予防的保守管理 

清潔（4S） S1～S3の手順の標準化（マニュアルによって各段階

で用いるフォームを指定し、その運用方法を規定）

し つ け

（S5） 

トレーニング、モニタリング、フォローアップ

等による上記S1～S4にかかわる活動の維持 

以下に本プロジェクトで実施した医療機材管理に関する5S活動

実績を示す。 

項目 実 績 

整理（S1）全ターゲット病院及びBMEUの要廃棄機材の特

定（活動2-2、3-2） 

整頓（S2）残った機材のインベントリーを作成（インベン

トリーシール貼付。インベントリー情報をデー

タベース化）（活動2-10） 

清掃（S3）機材ユーザーによる予防的保守管理の導入 

清潔（S4）マニュアル・フォームの改訂（活動1-13）、予防

的保守管理チェックリスト、SOPの作成（活動

2-3、2-4） 

し つ け

（S5） 

病院用マニュアル運用のためのセミナー開催

（活動1-11）、ユーザーメンテナンス研修・指導

の実施（活動2-5参照）  

3-4. 5S活動を通じて、医療機材

運用環境改善のための小規

模な施設改修を行う。 

2008年にBMEUの電話回線及び水道工事を実施した。 

また、ハリベット病院、ビラッジオ・ジニオ病院及びBMEUに

案内板を設置。 

ハリベット病院の余剰病棟をサテライトワークショップに改修

（2010年6～10月、活動2-8参照）。 
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3-5. 活動の情報交換と普及の

ためのワークショップとス

タディツアーを行う。 

中間レビューまでに、情報交換のためのワークショップが2回開

催された（参加者合計65名）。 

2010年9月、プロジェクトはアジア・アフリカ知識共創プログラ

ム（AAKCP）の資金の一部を活用して、ワークショップ・オロ

ッタ病院スタディツアーを開催した。目的は5Sのグッド・プラ

クティス（医療機材やその他の5S実施に関して、また5S委員会

等の5S実施体制に関して）を共有、今後の改善に役立てること

である。主要な参加者は、ターゲット3病院とBMEUそれぞれの

幹部と5S委員会メンバーであるが、このほか保健省が招待した

マアケル州内外7病院の5S担当者も参加した（参加者75名）。 

 

成果4 

医療機材の予防的保守管理がターゲット病院の医療機材ユーザーによる日常業務として実施

される。 

活 動 達成事項 

4-1. BMEUが予防的保守管理技

術を各ターゲット病院の医

療機材ユーザーに指導する。 

機材ユーザーに対する予防的保守管理研修は、2010年12月より

ターゲット病院にて開始された。 

4-2. ターゲット病院において

医療機材ユーザーが、すべて

の医療機材について予防的

保守管理を実施する。 

活動2-1、2-5、2-9を通じて、予防的保守管理をサテライトワー

クショップテクニシャンや機材ユーザーが自身で他機材にも応

用できる基礎的な能力強化は図られた。 

4-3. 病院管理者が医療機材の

運用状況についてモニタリ

ングを行う。 

活動1-11の結果、医療機材管理報告書（月報及びセミアニュア

ルレポート）が、病院の医療機材管理委員会から病院長または

事務長を通して保健省に提出される体制が構築された。このた

め、報告書提出時に病院管理者によって機材の運用状況のモニ

タリングが行われている。 

保健省に提出された同報告書は、BMEUで分析されたのち、病

院に結果がフィードバックされる。病院の医療機材管理委員会

はこの結果について討議し、主要な問題点を議事録にまとめる。

同議事録は、再び病院長または事務長を通して保健省に提出さ

れるので、ここでも病院管理者によるモニタリングが行われて

いる（2010年12月以降）。 

 

 （2）成果の達成度 

1）成果1 

成果１の指標はおおむね達成されている。 

国家ガイドラインである以上、全国の医療施設での導入が必要であるが、本プロジェクト

の枠組みの中では上位目標として整理されている。また、保健省からのガイドライン及びフ

ォーム類を含むマニュアルに対する承認文書にも「パイロット3病院で導入、必要な改訂を
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行った後に、すべての公立医療機関へ適用を拡大する」旨の方針が明記されている。 

パイロット病院内の機材ユー

ザーまで国家ガイドライン、マ

ニュアルの内容を理解している

程度まで浸透してはいないもの

の、同ガイドライン、マニュア

ル等に沿って業務管理できる職

員の下、必要な実務が遂行状態

に到達できており、問題ないも

のと考えられる。実際にマニュ

アルに定められたフォームを用

いた各種運用は保健省、BMEU

及びターゲット病院で開始され

ており、改訂作業も実施されて

いる。 

以上のことからおおむねプロジェクトで期待される成果まで到達していると考えられる

が、2011年4月以降に予定されている他施設へのガイドライン導入方法については、保健省

主導の下、BMEU及び本プロジェクトのターゲット病院の協力の下、プロジェクトの残りの

期間を利用して協議しておくことが望ましいと考えられる。 

成果1の達成度を以下に示す。 

 

【成果1】 

 医療機材管理に関する国家ガイドラインが導入される。 

指 標 達成度 

1-1. 2008年末までに医療機材

ガイドラインが作成され

る。 

2008年11月に開催された医療機材管理ガイドラインのワークシ

ョップで、ガイドライン本文の第1稿が作成された。 

1-2. 2008年末までに国内すべ

ての病院に医療機材管理

ガイドラインが配布され

る。 

2009年10月、保健省とパイロット病院の関係者を対象とした医療

機材管理セミナーで、ガイドラインを配布した。 

第2稿（改訂版）については、プロジェクト終了前の2011年4月ま

でに、マアケル州内の主要医療施設及び地方5州のレファラル病

院すべてに配布される予定である。 

1-3. 2009年中盤までにターゲ

ット病院管理者及び科長

が5S及び予防的保守管理

の定義を理解する。 

中間レビュー時点では、病院管理者・科長が5Sについて理解して

いることが確認されている。2010年8～9月にも、プロジェクトで

も再度病院管理者・科長を対象に理解度を測定したところ、図１

で示すとおり、おおむね良好な結果が得られており、実際の5S活

動もおおむね定着していることが観察されている。 

予防的保守管理については、エンドライン調査（2011年1月）で、

病院管理者・科長を対象にインタビュー調査を行った結果、全員

がほぼ的確に、予防的保守管理の目的と具体例を述べることがで 

注：無効回答は除外されている 

図１ “5S”定義の理解度 
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 きた。これにより、各病院の管理者・科長が予防的保守管理の定

義を理解していると推測される。 

 

2）成果2 

成果2に関する指標の達成度は、指標の適切性（指標2-4）、プロジェクト介入前後（指標2-

１、2-2）の比較及びデータの信頼性（指標2-1）に関する問題が確認されたため、成果2の達

成度は、指標の達成度を参考にしつつ「BMEUの能力と作業実績が向上したか」との観点か

ら、活動実績やインタビュー、直接観察等の結果に基づいて判断することとした。 

BMEUの作業実績に関しては、JICA専門家やケニア人技術者による基礎的技術研修が実施

され、BMEUにトレーナーとして活躍できる人材が養成されている。また、BMEUトレーナ

ーによるサテライトワークショップのテクニシャンに対する研修も実施され、テクニシャン

による病院内技術者や機材ユーザーのトレーニングも徐々に開始されている。しかしながら、

比較的高度な知識、技術となるデジタル技術の習得にはある程度の時間を要し、また、他の

援助機関からの多種

多様な中古供与機材

のすべてに対応する

技術を獲得するには

限界がある。また、

BMEU技術者の知識・

経験は、各自の業務経

歴等が異なるため、ばらつきがあり、同一の研修を実施してもその効果発現にもばらつきが

生じていることが事後のモニタリング等で確認されている。 

BMEUの機能として、当初は「修理対応機関」から「予防的保守管理の指導機関」へと役

割の転換が期待されていたが、今はその足がかりができた状態である。管理能力との観点か

らも、国家ガイドラインやマニュアルに基づいた業務管理は導入されたばかりであり、日常

業務として定着しているレベルに達したとはいえず、今後の継続的な活動の維持と役割転換

に向けた保健省等関連機関の更なる支援が必要である。 

他方、プロジェクト

活動はプロジェクト期

間前半の基礎的技術研

修から、後半では予防

的保守管理に内容をシ

フトしている。BMEU

やターゲット病院にお

いて予防的保守管理の定着が確認されるにはある程度の期間が必要と考えるが、その重要性

は十分な認識が得られていることが確認されている。これまでエリトリアで十分に認識され

ていなかった予防概念の導入は大きく評価できるところであり、今後の予防的保守管理活動

の定着に向けた活動の維持、多くの機材を対象とした予防的保守管理活動の展開が強く望ま

れる。 

参考として、成果2の達成度を以下に示す。 

表２ BMEUにおける全機材成功率の推移 

年次 依頼数（件） 修理成功（件） 成功率（％） 

2008年 546 470 86.1 

2009年 361 311 86.1 

2010年 869 814 93.7 

表３ BMEUにおける依頼地域別医療機材成功率（2010年） 

依頼施設の所在地 依頼数（件） 修理成功（件） 成功率（％）

全州 202 177 87.6 

マアケル州内 84 77 91.7 

マアケル州以外 118 100 84.7 
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【成果2】 

 BMEUの能力と作業実績が改善される。 

指 標 達成度 

2-1. マアケル州からの医療

機材のBMEUにおける医療

機材修理の成功率が高ま

る。 

BMEU年次報告によるBMEUの全機材の修理サービス記録は、次

のとおりである。医療機材の修理率は、87％（2008年）から93.7％

（2010年）へと、機材数の母数が一定であると仮定すれば、有意

な上昇が認められている（p<0.05; χ2検定）。 

2010年度のマアケル地区及びマアケル地区以外からの修理依頼

における成功率はそれぞれ91.7％（77/84）、84.7％（100/118）で

あり、プロジェクト対象地域のマアケル地区での修理率が高い傾

向が観察されたが、有意差は認められなかった。 

 

（調査団による指標の適切性に関する検証） 

全州の修理成功率の推移は全機材のみのデータであり、指標であ

る医療機材に限定したデータが得られていない。 

χ2検定では2008年と2010年で有意差が確認されるが、2009年の依

頼件数が極端に少なく、それぞれの年次すべてでデータ収集の方

法、対象が異なっている可能性が示唆される。 

マアケル地域内外での比較は年次推移を確認できず、プロジェク

トの介入効果を検証することができない。 

2-2. アスマラ市内の病院に

対するBMEUからの初期応

答にかかる時間が短縮さ

れる。 

2010年1月以降は月単位での初期応答時間が確認できるが、月間

のばらつきが大きく、初期応答にかかる時間に短縮傾向は確認さ

れていない。 

 

（調査団による指標の適切性に関する検証） 

BMEU作業記録データベース運用開始（2010年1月）以前の初期

応答に関するデータは存在せず、プロジェクト開始時と終了時の

比較によるプロジェクトの介入効果は測定できない。 

初期応答時間、修理期間ともに、月ごとに変動する修理依頼件数

や他業務の負荷による影響を受けていることが示唆されるため、

短期間での検証は困難である。 

2-3. 2009年中盤までにBMEU

の職員が20％程度増員さ

れる。 

（調査団による指標の適切性に関する検証） 

職員採用のための予算措置、採用、配置は保健省である。したが

って、本件は成果達成のための外部条件として整理する。 

2-4. 2010年末までにBMEUが

予防的保守管理に関する

研修を少なくとも10回実

施する。 

BMEU主導による予防的保守管理に関する研修は、以下のとお

り： 

サテライトワークショップテクニシャン研修：BMEUトレーナ

ー5名により、マアケル州と他州から集められた研修生に対し

病院用マニュアル運用のための報告書フォームの記入方法と

医療機材管理の基礎知識（5Sの内容を含む）の説明及び実際の 
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 医療機材を用いた予防的保守管理実習（5日間） 

サテライトワークショップテクニシャン研修（10日間） 

医療機材ユーザーに対するユーザーメンテナンス研修（9日間）

 

（調査団による指標の適切性に関する検証） 

プロジェクト開始時の意図は、「BMEUの主たる役割を修理対応

から機材保守管理の指導へと転換させ、それにふさわしい権限と

機能をもたせること」である。研修を何回実施したかが問題では

なく、研修内容の検討も含む研修計画の策定、研修事業の運営管

理、フォローアップなどを、BMEUが自立してできるようになっ

ているかが、BMEUの能力向上を測定するものである。 

 

3）成果3 

成果3の指標の一部にも達成度測定ツールとしての適切性（指標3-2）に問題が認められて

いるが、おおむね指標は達成されたと考えられる。 

医療機材に限らず一般的な5S活動についていえば、ビラッジオ・ジニオ病院における5S定

義の理解度は他のターゲット病院よりやや低めであるが（図１）、調査団による直接観察で

は5S活動の進展が観察されており、院内衛生環境・業務環境は大きく改善している。また、

オロッタ病院とハリベット病院でも期待以上の業務環境改善も観察されている。医療機材に

関連した5S活動に関しては、中間レビュー以降一定の進捗が確認されており、すべてのター

ゲット病院で医療機材のインベントリー管理の実施に伴い要廃棄機材の特定が完了してい

る。公的機関の設備備品は国有財産であるため実際の廃棄には手続き上一定の時間を要する

が、BMEUとハリベット病院においては、特定された医療機材の最終処分手続きも進んでお

り、プロジェクト期間内に最終処分まで完了する見込みである。 

しかしながら、5S活動はそれ自体が目的ではなく、業務環境改善のための手段である。医

療機材管理に向けた活動として足がかりがつけられたことは大きく評価できるが、Daily 

Practiceとして定着するためには、本プロジェクトで導入されたモニタリングシステムを十分

に活用していくとともに、AAKCPなどによる支援を有効に活用できるよう、関係者間で協議

しておくことが望ましい。 

成果3の達成度を以下に示す。 

 

【成果3】 

 ターゲット病院における医療機材関連の業務環境が改善される。 

指 標 達成度 

3-1. 病院管理者が毎月5S活

動会議をターゲット病院

で行う。 

オロッタ病院及びハリベット病院では、5S委員会（病院管理者を

含む）によって、毎月の5S活動会議が実施され、活動の定着が認

められる。 

ビラッジオ・ジニオ病院は開院して間もないこともあり、また、

5S委員長の多忙等の理由により、5S活動会議は不定期開催となっ

ていた。しかしながら、調査団によるインタビュー及び直接観察 
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 では、職員による毎日のモニタリングと、5S委員会の定期開催の

開始が確認されており、S1～S3は達成されている。5S委員長のリ

ーダーシップも発揮されており、毎週のScrub day（床の磨き掃除）

の導入など、グッド・プラクティスも観察される。 

いずれの病院も5S委員会会議議事録は作成されていなかったが、

プロジェクトの支援により、2010年8月から各ターゲット病院か

ら保健省に毎月5S月報（5S活動会議議事録を含む）を提出する体

制が整えられた。現在では、レポート等を通じて保健省によるタ

ーゲット病院への5Sの活動状況のモニタリングが可能となって

いる。 

3-2. ターゲット病院におけ

る固形廃棄物分別処理が

実施される。 

いずれの病院も建物内における一般ゴミ、感染性廃棄物、使い捨

て注射器などの分別回収が実施されている。 

オロッタ病院以外の2病院では、建物外での焼却処分を行う際に

再び混合された状態で焼却されている状況である。ビラッジオ・

ジニオ病院では病院スタッフへの教育により改善可能であると

思われるが、ハリベット病院の場合、現在の焼却設備では困難と

考えられる。 

 

（調査団による指標の適切性に関する検証） 

成果3の指標は「医療機材関連の」業務環境改善を測定するもの

であり、「直接的に成果を測定できるものを設定」することが原

則である。しかしながら、固形廃棄物分別処理は間接指標と考え

られ、本成果の達成度は間接的にのみ測定されるものと考察され

る。 

3-3. 廃棄が必要とされる医

療機材が特定される。 

2010年8～9月にBMEU内の廃棄医療機材の特定・搬出・整理を行

い、510の医療機材が要廃棄と特定され、建物内からの搬出等の

措置がとられた。 

ターゲット病院でも要廃棄医療機材の特定を行っており、ハリベ

ット病院では、2010年9月にBMEU技術者総出の下、334の廃棄機

材の建物外搬出が実施された。 

医療機材の廃棄承認手続きは煩雑であるが、ハリベット病院で搬

出した機材の廃棄承認手続きは2011年1月時点で手続き上の最終

段階まで進んでおり、機材の最終処分も近日中に行われる見通し

である。 

 

4）成果4 

成果2で示したとおり、研修内容も基礎的技術研修から、プロジェクトの後半では予防的

保守管理に内容をシフトしており、BMEU及びサテライトワークショップの技術者が自ら予

防的保守管理に関する教材作成、計画、実施する能力強化は図られつつある。しかしながら、

ユーザーによる予防的保守管理は始まったばかりで、まだ選ばれた機材でも十分に予防点検
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が実施され、定着といえる段階には至っていない。他の機材の予防的保守管理についてもこ

れからの課題であり、指標の達成度の観点からも、その効果発現には一定の時間が必要であ

ると考えられる。 

他方、マニュアルに基づいた機材管理モニタリング活動も現在までに2回実施され、BMEU

に機材ユーザーに対する予防的保守管理の技術指導ができる能力が備わってきている。それ

に伴って医療機材ユーザーもその必要性、有効性を認識し始めており、今後予防的保守管理

が浸透、維持管理の精度が徐々に向上すれば、医療機材の故障頻度がより低下し、かつ安全

性の確保と機能精度の高い運用が期待できる。 

しかしながら、BMEUによる研修実施のための予算確保などの問題も残されており、保健

省等による更なる活動支援が求められる。また、予防的保守管理に関する教材の作成は4機

材（電気メス、吸引器、顕微鏡、圧力調整付き酸素加湿装置）にとどまっており、自立的に

教材等の開発がなされるような準備をしていく必要があるものと考えられる。 

成果4の達成度を以下に示す。 

 

【成果4】 

医療機材の予防的保守管理がターゲット病院の医療機材ユーザーによる日常業務として実施

される。 

指 標 達成度 

4-1. 選ばれた医療機材（例：

電気メス、吸引器、顕微鏡

等）の清掃が定期的に実施

される。 

活動2-1、2-4、2-5、2-9を通じて、予防的保守管理をサテライト

ワークショップテクニシャンや機材ユーザーが自身で他機材に

も応用できる基礎的な能力強化は図られた。 

清掃も含めた予防的保守管理活動は現在実施されているものの、

本格的な活動は中間レビュー以降であることから、活動の定着ま

でにはある程度の時間を要するものと考えられる。 

4-2. 選ばれた医療機材につ

いて適切な使用のための

視覚教材が活用される。 

選ばれた医療機材について適切な使用のためには、必要十分な情

報を有する視聴覚教材が不可欠である。 

その結果として、ビデオ作製を検討することとし、選ばれた医療

機材4種のティグリニア語と英語ビデオ教材が作成され、ユーザ

ーメンテナンス研修で活用された。 

 

 （3）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標の指標はおおむね達成されているといえるが、以下に説明する理由によ

り、プロジェクトとして当初期待するレベルでの医療機材管理業務の定着には、今後一定の

時間を要するものと考えられる。 

本プロジェクトの実施により、国家ガイドラインやマニュアルの導入がなされ、また、エ

リトリアの医療機材管理に必要なデータベースシステムを含む医療機材管理システムの構築

が実施された。また、ケニア人技術者の協力等も得て多くの技術研修が実施され、BMEUにも

トレーナーとして活躍できる人材が養成されている。BMEUの機能として期待されている指導

的役割としても、これまでエリトリアでは十分でなかった予防的保守管理の概念の導入、指

導教材開発なども実施されている。このことは、当初想定されていた達成レベルには至らず
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も、必要な土台が形成されたといえ、将来のエリトリアにおける医療機材管理に大きく貢献

するものであると考えられる（活動の遅延理由等は、次項「実施プロセスの検証」を参照）。 

しかしながら、国家ガイドラインやマニュアルに基づいた医療機材管理業務や医療機材管

理に関連する業務環境改善（5S）が日常業務として定着しているかについては、データベー

スを含む医療機材管理システムの構築等による全体的な活動の遅延があったことから、プロ

ジェクト期間で効果を測定するのは困難と考えられる。 

本プロジェクトで管理者によるモニタリング体制が構築され、BMEUによる監督指導の運用

も開始されたことから、今後更に管理業務が推進されることが期待される。また、本プロジ

ェクトとAAKCPとの連携強化により、医療機材管理も含めた業務環境改善が期待される。 

プロジェクト目標の達成度を以下に示す。 

 

【プロジェクト目標】 

 ターゲット病院において、保守管理を含む医療機材の管理業務が改善される。 

指 標 達成度 

1. 医療機材管理機能が5S委員会

に統合される。 

5Sと医療機材管理の融合の促進を意図して設定された指標で

あると考えられるが、医療機材管理における5Sの共通部分は

あるものの、医療機材管理委員会の基本的な役割として期待

される機器状況のモニタリングや予防的保守管理の推進に関

しては5Sから独立した特殊機能をもって管理される必要があ

ると考えられている。 

委員会メンバーの一部重複などもあり、緩やかな協力関係を

保ちつつも、互いの機能を発揮させたうえでの相乗効果をめ

ざす体制として両組織の活動が整理されており、単純な機能

のオーバーラップというよりは、予防的保守管理を含めた効

果的・効率的な医療機材管理体制の構築が整えられたと考え

られる。 

以上のことから、本指標にあるような5S委員会と医療機材管

理委員会の統合は行われていないが、5Sと医療機材管理の融

合をめざす本来の意図を勘案すれば、本指標は達成している

ものと考えられる。 

2. 医療機材チェックシートを活

用しながら、5S委員会の医療

機材管理チームによって、医

療機材状況がモニタリングさ

れる。 

病院用マニュアル内で指定されたフォーム類のひとつである

「医療機材チェックシート」を用いて、プロジェクトとBMEU

の指導の下、医療機材管理チーム（2010年10月以降は「委員

会」）による半年ごとの医療機材モニタリングが開始されてお

り、現在までに2回実施されている。 

病院には結果がフィードバックされており、そのデータを用

いて各施設では原因の抽出や今後の対応策が検討されている。

議事録は保健省に提出される体制が構築されており、保健省

でも議事録に基づいた全体の傾向分析等を行うべく、準備を

開始している。 
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3. 50％以上のサービス提供者が

医 療 機 材 の 使 用 状 況

（Operationality）に満足して

いる。 

エンドライン調査の結果、オロッタ病院医療スタッフでは

68％、ハリベット病院医療スタッフは71％、ビラッジオ・ジ

ニオ病院医療スタッフは89％が、医療機材のOperationalityに

「非常に」または「ある程度」満足していると回答している。

 

（調査団による指標の適切性に関する検証） 

指標は改善や向上の結果、目的とするものが達成されたかを

測定するもので、プロジェクトの介入効果を測定する。本指

標では50％以上の職員の満足度で質を表現しているが、プロ

ジェクト開始時に満足度が50％未満であるとの予測に基づい

ているものと考えられる。しかしながら、プロジェクト前後

の「差」を確認できなければ、介入効果を証明できず、予測

に基づいたベースライン調査時の達成度とエンドライン調査

での客観的なデータを比較することは不適切であると考えら

れる。 

また、質問内容もベースライン調査では「仕事の満足度」が

調査されている。したがって、エンドライン調査での「医療

機材の満足度」との比較は不可能であり、この観点からも本

指標はプロジェクト目標の達成度測定には使用できない。 

 

３－３ 実施プロセスの検証 

 （1）プロジェクト活動の進捗 

プロジェクト活動は年間計画に沿って実施されたが、幾つかの外部条件によってその進捗

に影響があった。特に、データベースを含む医療機材管理システムの構築並びに国家ガイド

ライン及びフォーム類を含むマニュアルの作成については、保健省担当者の異動やBMEUの管

理業務見直し等によって、当初の想定以上の時間を要しており、その後の導入や操作性の検

証も含め全体的な活動の遅延につながった。活動としては予定されていたものはプロジェク

ト期間内にすべて開始されているが、予防的保守管理に関しては導入が現在進められている

状況であり、日常業務として定着するレベルにまでは到達していない。 

しかしながら、国家ガイドラインやマニュアルについてはプロジェクト期間内に改訂作業

が終了し、関係機関に配布予定である。もうひとつの遅延理由となったデータベースを含む

医療機材管理システムについては、将来のエリトリアの医療機材管理の維持・発展のための

基礎構築に不可欠であると判断され、結果的にそれに引き続いて実施される活動の遅延を引

き起こしているものの、プロジェクトや関係者の協力の下、開発が進められた経緯がある。 

医療機材管理システム構築の必要性として、エリトリアの医療機材がBMEUにおけるセント

ラル・マネジメントシステムを採用していることが挙げられる。各州でのサテライトワーク

ショップ設置が保健省により進められたが、原則的に修理困難である医療機材については

BMEUが修理を担当する。また、BMEUはエリトリアの医療機材のコンディションのモニタリ

ングを行っており、BMEUでの医療機材管理を系統的に実施するためにはデータベースを含む

医療機材管理システムの構築の必要性が高いと判断された。同システムは開発後に運用性や
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ニーズの確認を行いながら数回のシステムアップグレードが行われ、データベースを活用し

た医療機材のコンディションの確認や病院としての対応策の検討にも用いられている。また、

保健省でも、今後の傾向分析を実施するための準備が進められている状態であり、本システ

ム構築は将来の医療機材管理業務に大きく貢献するものと期待される。 

他方、保健省における5S活動は、面的な広がりとして多くの病院にいきわたり始めている。

医薬品や医療用消耗品など比較的管理の簡単なものや衛生管理など実施しやすいものについ

ては、大きな成果が上げられている。本プロジェクトにおいても、中間レビュー時までに5S

活動の推進は一定の成果が認められていたが、医療機材管理業務との融合が進んでいないと

の問題が指摘されていた。プロジェクトでは中間レビュー以降、5S活動と医療機材管理業務

の融合に注力した活動が実施されている。医療機材の管理業務は比較的複雑であり、管理業

務に対する5Sの適用の理解について関係者の理解を得るのに一定の時間を要したが、終了時

評価時点では医療機材管理委員会の活動とユーザーの予防的保守管理を軸に徐々に進行して

いるといえる。 

 

 （2）プロジェクトマネジメント 

本プロジェクトは、事前調査時に双方で合意されたPDM ver. 0（2007年10月）に基づいて、

2008年5月より3年間の予定で実施された。PDMは本終了時評価までにプロジェクトをとりま

く現状に則した必要な改訂が実施され、第2回ステアリング・コミッティ会議（2009年2月）

においてPDM version 1へ、第4回ステアリング・コミッティ会議（2009年12月）でPDM Version. 

2として承認されている。また、書きぶりや論理修正も実施されている。 

カウンターパートとは、週1回の保健省ミーティングやステアリング・コミッティ（基本的

に年2回。第3年次は年3回）において、進捗などが確認されている。他方、中間レビュー時に

PDMや活動計画表（PO）に沿ったプロジェクトの進捗モニタリングが不十分であり、成果間

のつながりなどを認識したモニタリング強化の必要性が指摘されている。それを受け、プロ

ジェクトでは第3年次に、業務調整をモニタリングの担当として当初計画よりも長期間派遣し、

PO策定から状況把握、その結果の関係者への周知により力を入れた活動が実施されている。

その結果として、諸事情によりやむを得ず進捗に遅れが出た部分はあったものの、関係者間

の情報共有がスムースに行われるようになり、その先の効率的な計画策定が可能となってい

る。 

 

 （3）関係者間のコミュニケーション 

JICA専門家とカウンターパートの関係は非常に良好であり、中間レビュー以降も維持され

ている。コミュニケーションの透明度を高くするため、カウンターパートと週3回の定期会合

をもち（BMEU管理者ミーティング、BMEUセクション長ミーティング、保健省担当者ミーテ

ィング）、またJICA専門家間の情報共有は休日に実施するなどの工夫がなされている。 

医療機材管理に関するカウンターパート組織は、保健省をトップとして、エリトリアの医

療機材管理の修理やメンテナンス、管理指導の役割を担うBMEU、医療機材ユーザーであると

ころの国家レファラル病院、地区（州）病院及びコミュニティ病院で構成されている。BMEU

と病院の関係は、プロジェクト開始以前は病院からの修理依頼とその対応の関係であったが、

BMEUの医療機材の予防的維持管理を含むモニタリングやサテライトワークショップのテク
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ニシャンの指導などを通じて、その関係性は強化されている。また、プロジェクトで構築さ

れた医療機材管理システムの導入により、報告書等を通じた保健省によるモニタリングも開

始されており、医療機材管理を中心とした組織間のコミュニケーションは向上していると考

えられる。 

しかしながら、データベースシステムの分析結果等のフィードバックは実施されているも

のの、定期的に提出される報告書に対するフィードバックは十分に実施されているとはいえ

ない状況である。もちろん、喫緊の対応が求められるような問題に関しては個別のレスポン

スがなされているようであるが、組織間のコミュニケーションを円滑に実施するためには、

定期的なフィードバックが行われるような体制を構築しておくことが望ましいと考えられる。 

 

 （4）オーナーシップ及び自律性 

カウンターパートは知識と技能の獲得に意欲が高く、また、将来のエリトリアの医療サー

ビスを向上するための方策として質の高い医療機材管理の重要性を十分に認識しており、保

健省を筆頭として、BMEU、ターゲット病院とも強いコミットメントをもってプロジェクト活

動に従事している。特に保健省においては、コミュニティ病院建設など積極的な保健センタ

ー開発に取り組んでおり、医療機材管理分野においても、ハリベット病院施設内のマアケル

州サテライトワークショップの設置などを実施している。しかしながら、昨今の緊縮予算に

より全体的な予算配分は不安定で、現時点で全国に向けた予算が確保されているわけではな

い。 

上述のように、保健省をはじめとしたカウンターパート機関は医療機材管理システム強化

への高いコミットメントが得られている反面、オーナーシップの観点からは一部の関係者で

プロジェクトへの依存傾向も見受けられている。特に医療機材管理システム運用や予防的保

守管理に関しては導入後間もないことも一因と考えられるが、プロジェクトの残りの期間で

JICA専門家と関係機関でプロジェクト終了後に向けた協議・準備を進めておく必要があると

考えられる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

 以下に示す理由から、プロジェクトの妥当性は、終了時評価時点でも高く維持されている。 

 

 （1）エリトリアにおける保健政策とプロジェクト目標の一致性 

エリトリア保健省は国家保健政策（NHP）及びその具体的な政策の具体的な施策となる保

健セクター戦略開発計画（HSSDP）（2010～2014）において、エリトリア保健政策の方向性と

して基礎的ヘルスケアパッケージ（BHCP）を示し、 

 母子保健栄養 

 感染性疾患の予防・制御・管理 

 非感染性及び外傷性疾患の予防・制御・管理 

の3分野を優先課題として位置づけ、その実現のために既存リソースを最大限に活用し国民の

保健サービス提供に貢献することをめざしている。本プロジェクトの目標である医療機材管

理システム向上は医療機材エンジニアリングとして保健人材育成、医薬品調達及び管理規制、

臨床検査診断サービスなどとともにBHCPを効果的・効率的に実施するための方策のひとつと

されている。 

また、医療機材エンジニアリングの具体的目的としては、 

 医療機材がその正確性、安全性及び有効性が担保された状態で医療サービスの提供

に供されること 

 医療機材の予防的維持管理や修理に供されるスペアパーツが利用できること 

 医療機材の予防的管理や修理を行う技術をもった人材が確保されること 

 医用生体工学機材の管理運用の強化 

が示されており、これらは本プロジェクトを実施するなかで、保健省が保健医療サービス向

上をめざすうえでの医療機材管理の必要性及び重要性を認識した結果である。 

以上のことから、プロジェクト目標及び目的を達成するための成果は、エリトリア保健政

策上との一致性は非常に高く、終了時評価時点でも本プロジェクト目標の妥当性は高く維持

されていると判断できる。 

 

 （2）ターゲットグループのニーズとプロジェクト目標の一致性 

エリトリアの医療機材には、イタリア等開発パートナー機関から供与された中古品も多く、

同一目的で使用される医療機材であってもメーカーは多種多様であり、当然、スペアパーツ

等の消耗品も機材ごとに異なる。また、機器の維持管理マニュアルや操作マニュアルが整備

されていないものも多く、故障した際の修理が容易ではなかった。 

政策的にも医療機材管理の重要性は認識されていたものの、本プロジェクト開始以前はそ

れを明確に示す国家ガイドラインなどの政策関連文書は示されておらず、均質な管理を行う

ための報告様式などを含むマニュアル等も存在していなかった。したがって、保健省やエリ

トリア国内の医療機材管理を一手に担うBMEUでも、国内で使用されている医療機材の数量や

状態の把握や系統的・効率的な管理、モニタリングが行えない状態であった。 

また、現場での医療従事者（機材ユーザー）は、医療機材の故障が発生した際にBMEUに修
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理を依頼するのみであり、多種多様な医療機材を取り扱う現場においては予防的保守管理の

意識が芽生えづらい状況が続いていた。 

このような状況下、医療機材に関する国家ガイドラインの導入、BMEUの能力及び作業実績

の向上、医療施設における医療機材管理に関する業務環境の改善、医療機材の予防的保守管

理活動の日常業務化を通して、保守管理を含む医療機材の管理業務改善をめざす本プロジェ

クトは、保健省、BMEU及び医療施設それぞれのニーズと合致するものであり、終了時評価時

点においても本プロジェクトの妥当性は高く維持されているものと考えられる。 

 

 （3）日本の援助方針とプロジェクト目標の一致性 

2001年の日本政府とエリトリア政府による経済協力政策協議では、特に保健・衛生、水供

給、教育等の生活基盤整備が重点分野のひとつとして確認されており、終了時評価時点では

本件方針に変更はない。 

本プロジェクトにて基礎的な保健医療サービスを提供するための医療機材管理システムが

整備されることによって、エリトリア国民の保健医療サービスへのアクセス環境が改善する

ことは日本政府の政策にも合致するものである。 

 

 （4）実施方法の適切性/保健医療サービス向上のためのアプローチとして医療機材管理システム

強化を選択した適切性 

わが国はこれまでにエリトリアに対する支援で、無償資金協力「地域医療向上計画」によ

る主要病院に対する機材供与と、それに引き続くソフトコンポーネントによる技術支援を行

っている。 

また、本プロジェクトにおいて医療機材に関連した業務環境改善のための手段として採用

されている5Sに関しては、AAKCPの活動が本プロジェクトに先行して開始されており、これ

ら日本からの他の支援を有効に活用することにより相乗効果が期待できる医療機材管理シス

テム強化を、エリトリアの保健医療サービス向上のための戦略として選択したことの適切性

は高い。 

これら2つの支援との連携による本プロジェクトへの貢献については、「効率性」の項で詳

細を述べる。 

 

 （5）プロジェクトの規模の妥当性 

本プロジェクトでは、保健省をトップとして、エリトリアの医療機材管理の修理やメンテ

ナンス、管理指導の役割を担うBMEU、医療機材ユーザーであるところの国家レファラル病院、

地区（州）病院及びコミュニティ病院までをターゲットグループとしている。これはエリト

リアにおける医療機材管理の組織的ヒエラルキーの主要アクターを網羅するものであり、タ

ーゲットグループ選択の適切性は高い。また、プロジェクト活動として、それぞれの機関の

ニーズや必要性に合致した支援を行うとともに、各組織間の連携強化も視野に入れた活動が

実施されており、エリトリアの医療機材管理システムに対し、自立発展性の担保に必要な要

素を網羅した理想的なプロジェクトデザインがなされていると考えられる。 
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 （6）社会的配慮 

十分な高等教育を受けた者以外は英語の理解が十分でない場合があり、研修では現地語で

あるティグリニャ語での講義の実施や、同言語での教材の作成、といった配慮を行っている。 

 

 （7）日本の技術の優位性 

AAKCPによる5S-KAIZEN-総合的品質管理（TQM）アプローチは日本の産業界で発展した

品質管理手法を病院管理の現場で応用したもので、5S-KAIZEN-TQMの実践を通して病院の職

場環境を整えるとともに、働く人の意識を向上させて医療サービスの質を高めることを目的

としている。2006年度よりアフリカ諸国を中心にその導入・普及の取り組みがなされており、

エリトリアにおいてもオロッタ病院が同手法を導入して以降、保健省主導の下、ハリベット

病院及びビラッジオ・ジニオ病院にも導入されるなど、エリトリア国内において面的な広が

りが認められている。 

本プロジェクトにおいては、5S-KAIZEN-TQMの概念を医療機材管理に適用し、医療機材を

とりまく環境の改善や予防的保守管理活動の実践を通して、医療機材管理システムの強化を

めざしている。AAKCPの活動とはプロジェクト期間を通して情報及び結果の共有、相互補完

的な協力関係が維持されており、成果の達成に貢献している。 

 

４－２ 有効性 

 以下の理由から、プロジェクトの有効性は、おおむね高いと考えられる。 

 

 （1）プロジェクト目標の達成度 

本プロジェクトでは、エリトリアの医療機材管理システム強化の実現のために、以下に示

す成果の達成をめざしている。 

 制度構築と検証（中央レベル） 

 医療機材管理実務責任機関の組織能力強化と技術力強化 

 5S-KAIZEN-TQM等を通じた業務環境改善（上記責任機関と医療現場） 

 医療現場での基本的技術指導と予防的保守管理指導（医療現場） 

これらの成果はエリトリアの医療機材に関する組織的ヒエラルキーのそれぞれのレベルで

の活動を網羅しているだけでなく、モニタリング体制構築を通じてその関係性を強化してい

る。したがって、本プロジェクトはプロジェクト目標であるエリトリアの医療機材管理業務

の基礎を構築するために過不足のないデザインがなされており、プロジェクト目標と成果に

おける手段－目的関係は論理的破綻なく維持されているものと考えられる。また、本プロジ

ェクトは幾つかの制約によりマアケル地区内の3つの病院をターゲットとしているが、国家レ

ファラル病院、地区（州）レファラル病院、コミュニティ病院の施設規模の異なる施設を1つ

ずつ選定し、ガイドラインやマニュアル、技術指導などの効果を検証しており、将来的な全

国展開に実現性の高いデザインとなっている。 

妥当性の項で述べたとおり、プロジェクト期間内に十分な成果の確認には至らなかったが、

本プロジェクトによって国家ガイドラインや医療機材管理マニュアルの導入（成果1）、BMEU

の医療機材管理機能強化（医療機材管理システムの構築や保守管理活動に関する指導能力の

向上など）（成果2）が実現され、医療機材関連の業務環境の改善（成果3）、予防的保守管理
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活動の実践（成果4）も基礎的運用が開始された状態まで進展している。レポート等を通じた

上位機関からの監督指導体制の構築や各種委員会の設置など、組織間、組織内の情報共有や

協力関係を円滑にする体制を構築できたことは、本プロジェクトの有効性に大きく貢献する

ものであると考えられる。また、プロジェクト期間の前半ではJICA専門家による基礎的技術

力向上のための研修が実施され、ケニア人技術者による技術研修も能力向上に大きく貢献し

たものと推察され、これらの活動によって、医療機材の予防的保守管理活動展開に向けた人

材育成が図られたと考えられる。したがって、一部の内容で日常業務として定着される水準

まで到達していないものの、エリトリアの医療機材管理業務の土台づくりはできあがったも

のと考えられ、プロジェクトの有効性としてはおおむね高いと判断できる。 

しかしながら、中間レビュー時にも指摘されたとおり、調査結果が効果的にプロジェクト

活動運営やモニタリング評価に利用できるような内容となっていなかった。特に、ベースラ

イン調査結果の成果達成に貢献した内容は幾分かのみであるとのプロジェクト側からの自己

評価を受けており、調査結果が有効に活用できなかったとの観点から、プロジェクトの有効

性が一部影響を受けたものと考えられる。また、指標に関しては中間レビュー時に見直しが

行われているが、retrospectiveに調査できない項目も幾つか含まれており、中間レビュー時の

修正もすべてが効果的でなかったことが示唆される。 

 

1）成果達成のための外部条件 

「対象機関において訓練されたスタッフが保たれる。」の状況 

 BMEU及びターゲット病院職員の異動や退任はほとんどなく、プロジェクト目標の達成に

影響を及ぼすものはなかった。 

 しかしながら、ガイドライン作成委員会及び標準医療機材リスト作成委員会5名のうち保

健省から1名が退職、2名が異動となった。その結果として残ったメンバーに過剰な負荷がか

かり、プロジェクト活動の進捗に影響が生じた。 

 

2）プロジェクト目標達成のための外部条件 

「保健省の緊縮予算が進行しない。」の状況 

保健省は限られた予算のなかでサテライトワークショップの整備等、最大限の努力を行っ

ているが、サテライトワークショップ技術者への研修事業等はプロジェクト負担で実施され

ている。詳細は「自立発展性」の項で述べる。 

「通常のスーパービジョンのための交通手段が継続的に入手可能である。」の状況 

プロジェクト活動のための車両供与は、他省への手続き上の問題がありプレート入手困難

と車両燃料費入手困難のため断念した。プロジェクトではレンタカーを恒常的に借りたが、

活動が重なると支障も生じた。 

現在、監督指導やモニタリングのための交通手段を得るには制限があるが、エリトリア政

府は車両燃料の安定供給の取り組みを行っており、保健省としては、本件は遠からず解決さ

れるものと考えている。 

 

3）有効性への促進要因 

活動2-7で示したとおり、正職員及び10名の社会奉仕（National Service）という形態で職員
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が増員され、2010年時点のBMEU総職員数は37名である。社会奉仕出の勤務者は期限付きで

あるものの、重要なマンパワーとしてBMEUの作業実績の向上に貢献している。 

BMEU及び病院スタッフの異動はほとんどみられず、移転した技術の維持・定着との観点

から、有効性への促進要因として整理できる。 

AAKCPの対象病院であるオロッタ病院の事務長及びハリベット病院の院長は、プロジェク

トの5S活動を牽引した。このことにより、ターゲット病院の5S活動は大きく進展し、その後

の医療機材管理への5Sの適用に関してもスムースな導入に大きく貢献したものと考えられる。 

 

4）有効性に対する阻害要因 

保健省規制サービス局長はモニタリング評価の専門家であり、強いリーダーシップをもっ

て本プロジェクトの運営を行い、プロジェクトの進捗に大きく貢献していた。しかし、残念

ながらプロジェクト期間内に突然死し、正式な局長ポストはいまだ空席であるも、現在は局

長代理がプロジェクトを運営している。 

また、上記（1）で述べたとおり、ベースライン調査の結果を十分にプロジェクト成果の

モニタリングに使用できなかったことは、有効性に対する阻害要因として考えられる。 

 

４－３ 効率性 

 幾つかの外部条件によりプロジェクトの進捗が阻害されたが、おおむね効率性の高い活動が実

施された。 

 

 （1）プロジェクト活動の進捗管理 

「実施プロセスの検証」及び「有効性」で述べたとおり、プロジェクト活動はPOに沿って

実施されたが、幾つかの要因によってその進捗に影響があった。特に、国家ガイドラインの

作成は作業量が多く、保健省担当者の異動があったこともあり、第1版の完成までに当初の予

想以上の時間を要している。またデータベースを含む医療機材管理システムについても、作

業量が多く、開発には予定以上の時間がかかることは想定したうえで、将来のエリトリアの

医療機材管理向上の優先性・必要性から開発が進められた経緯がある。その結果として医療

機材管理に関連した5S活動や予防的保守管理活動に関して、対象施設での運用が開始されて

はいるものの、その定着までには至らなかったことは上記経緯を考えればやむを得ない。 

POに合わせたプロジェクト活動全体の進捗、という観点では、効率性は上記の遅延によっ

て一定程度阻害されたと考えることもできるが、個々の活動自体に時間の浪費は認められな

かった。 

例えば、国家ガイドラインはプロジェクト期間終了までに改訂作業が行われ、全国のレフ

ァラル病院に配布される予定であり、計画どおりの進捗が見込まれている。また、5Sに基づ

く医療機材管理活動のひとつである機材インベントリーは、中間レビュー調査で指摘された

医療機材管理と5Sとの関連性強化を受けたものであり、上述のデータベースに合わせて作成

されるものである。したがって、2つの活動は有機的に関連しており、その時間資源自体は有

効に活用されているものと判断される。 

以上のことから、プロジェクト活動の進捗管理との観点からは、その効率性はおおむね保

たれたものと考えることができる。 
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 （2）資機材の有効利用 

プロジェクトでは国家ガイドラインやフォーム類を含むガイドラインを作成したが、加え

て指導教材として以下のものが作成されている。 

 選ばれた4機材の予防的保守管理手順ビデオ 

 予防的保守管理チェックシート 

 標準作業手順（SOP） 

予防的保守管理のための研修モジュールも完成しており、上記の指導教材と併せて、プロ

ジェクト期間終了までにその運用が開始される予定である。特にビデオに関しては、BMEU

スタッフが行っている地方病院の監督指導時に機材ユーザーに対して予防的保守管理の指導

を行う、あるいは予防的保守管理手順ビデオの上映・供与を行う、といった方法で有効に活

用されている。 

BMEU及びサテライトワークショップには修理点検に必要な機材が供与され、おおむね適切

に利用されている。しかしながら、出張修理時に使用する目的でBMEUに供与された小型発電

機については、BMEU側の移動交通手段や車両燃料費の問題により出張修理そのものを十分に

実施することが困難となり、評価時点では小型発電機が十分使用されていない状況である。

これについては、調査団より保健省に対しBMEUを含む関連機関への予算措置の確保を提言し

ていることから、プロジェクト終了後の活用を期待したい。 

 

 （3）既存リソースとの連携 

① 日本のその他援助 

無償資金協力のソフトコンポーネント支援は本プロジェクトとほぼ同時期に実施された。

ソフトコンポーネントは、機材登録台帳の整備、維持管理に必要な書類の整備、病院関係

者向けワークショップの実施、日常点検表の配布などを目的として実施されたが、本プロ

ジェクトとは相互補完的な活動が行われた。また、本プロジェクトで構築した医療機材管

理システムの運用が継続されれば、無償資金協力で供与された機材の運用状況、コンディ

ションの確認も容易となり、そのフォローアップにも大きく貢献するものと期待できる。 

本プロジェクトに先行してオロッタ病院でAAKCPによる5S導入の活動が開始されており、

その後はハリベット病院においても5S導入がなされている。したがって、本プロジェクト

が開始された当初には既に5S活動の下地が形成された状態であり、特にオロッタ病院の事

務長及びハリベット病院の院長は強い熱意をもって5S活動の推進役を担っている。プロジ

ェクト開始後もAAKCPの資金を活用してプロジェクト関係者との継続的な情報共有や活動

方針、役割分担の協議の機会が設けられており、5Sワークショップ・スタディツアー（活

動3-5）など、効率的なプロジェクト運営に大きく貢献している。 

② 他のリソースとの連携 

オロッタ病院への医療機材保守管理を支援している中国政府の技術者と、医療機材管理

や保守技術について、適宜、情報共有を行った。 

 

 （4）ローカルリソースの有効活用 

終了時評価時点までに、ケニア人技術者によるBMEU技術研修が3回実施され、予防的保守

管理教材の作成と指導方法研修が実施されている。この研修で作成された指導教材を用いて
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養成されたBMEUトレーナーはサテライトワークショップのテクニシャンに対する研修を独

自に実施できるようになり、ケニア人技術者の投入が効率的に成果達成に転換されたものと

判断できる。 

 

 （5）本邦研修、第三国セミナー 

本プロジェクトでは、当初2年次にスリランカへの第三国研修を予定していたが、2年次に

なってスリランカへの研修は中止となり、急遽本邦への研修に切り替えられた。保健省の規

制サービス局局長代理と医療サービス課長及びBMEUテクニカルサービス長の3名が日本にお

いて大学病院を含む医療現場での医療管理体制について学び、エリトリアにおいても医療機

材管理システムの必要性への理解が深まったと考えられる。さらに、 JICA課題別研修

（5S-KAIZEN-TQM）で2名が2回、計4名が参加しており、本プロジェクトで派遣されたエリ

トリア研修員は合計7名である。 

加えて、AAKCPの予算のなかで、病院関係者延べ6名が本邦及び第三国で実施された5Sセミ

ナーに参加しており、医療機材管理に関連した5S活動の推進の観点から、効率的な連携が実

施されたものと考えられる。 

 

 （6）効率性に対する阻害要因 

中間レビュー時にも指摘されているが、調達システム専門家について、エリトリア側が

BMEUと病院レベルの調達計画の整理を期待していた一方、JICA専門家側は国家全体の調達

を担うファルメコール（Pharmecor：医薬品等供給調達公社）を含む国家レベルの調達業務に

関する技術支援を想定していた。このため、調達システムとして投入された専門家は想定し

ていた業務を実施できず、その後の活動に向けた基礎情報収集・分析を行うにとどまった。

また、事務手続き上の遅れにより、2年次の専門家派遣開始が6月となり、年次計画の実施に

遅延が生じている。 

 

 （7）プロジェクト事務所へのインターネット回線設備について 

プロジェクトによってBMEUに設置されたインターネット接続のための設備は運用開始後

に、エリトリア側の通信容量の問題によりほとんど活用できておらず、関係者との連絡や医

療機材関連の情報入手などに影響があった。 

 

４－４ インパクト 

 プロジェクトの実施によって、以下に示す正負のインパクトが確認または期待されている。 

 

 （1）上位目標及びスーパーゴールの達成の可能性 

中間レビュー時にプロジェクト目標「ターゲット病院における医療機材管理向上」と上位

目標「エリトリアの全基幹病院の保健医療サービスの向上」との間に理論的乖離が指摘され、

当時の上位目標をスーパーゴールへ、新たに上位目標「エリトリア主要病院の医療機材管理

業務の向上」が設定されている。終了時評価調査団による論理的検証においても、本修正に

理論的破綻はなく、適切な修正がなされたものと考えられる。 

これまでも述べてきたとおり、プロジェクト期間内に十分な成果の確認には至らなかった
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ものの、本プロジェクトによって国家ガイドラインや医療機材管理マニュアルの導入（成果1）、

BMEUの医療機材管理機能強化（医療機材管理システムの構築や保守管理活動に関する指導能

力の向上など）（成果2）が実現され、医療機材関連の業務環境の改善（成果3）、予防的保守

管理活動の実践（成果4）も基礎的運用が開始された状態まで進展していることから、エリト

リアの医療機材管理システムの土台は形成されたものと考えられる。国家ガイドラインやマ

ニュアルについては、既にプロジェクト期間終了ころまでには全国のレファラル病院への配

布がなされる予定であり、一定の広がりは期待できるが、保健省をはじめとした関係機関の

今まで以上のコミットメントが求められ、人的並びに資金的リソースの確保が必要になるも

のと考えられる。プロジェクトによって保健省及びBMEUに監督・指導の者が育成されたとは

いえ、ニーズの異なる施設（病院）や地域（州）に対応するのには、導入のためのワークシ

ョップの実施やモニタリング活動、フォローアップ指導を全国的な規模で継続的に実施する

のは容易ではないと考えられる。したがって、上位目標である医療機材管理業務の本格的な

全国展開には、これらワークショップや指導における、交通費、会場確保や資料印刷費など

の予算の確保が必要となる。他方、本プロジェクトのターゲット病院においても、医療機材

関連の業務環境改善や予防的保守管理については導入段階であると考えられるため、全国展

開に先立ってターゲット病院での運用を確立させておく必要性が強く示唆される。 

上位目標－スーパーゴール間の理論構成も論理的破綻はないものの、医療機材管理システ

ム強化は他の主要な要因〔診療サービス、医療資材の調達、予防接種拡大計画（EPI）に代表

されるワクチン等の供給、医療施設インフラ整備など〕のサービス提供を行ううえでの基礎

的役割を果たすものとして位置づけられるため、保健医療サービス向上には非常に重要であ

るが、間接的な貢献として考える必要がある。したがって、スーパーゴールである「保健医

療サービスの向上」の達成には、外部条件として上述のその他の要因が満たされることが絶

対条件であると考えられる。 

 

 （2）上位目標への外部条件 

「ターゲット病院における臨床活動が継続される。」の現状 

保健省は全国の保健医療サービスの向上に向けて、レファラル病院の新設など継続的な取

り組みを行っている。現状ではターゲット病院での臨床活動が継続される可能性は高く、本

条件は満たされるものと推察される。 

「ターゲット病院において伝染病による負荷が著しく増加しない。」の現状 

伝染病のアウトブレイクが起これば病院における診療活動に大きな負荷がかかることは想

定されるが、過去において診療活動に著しい影響が出るほどのアウトブレイクは確認されて

おらず、注意してモニタリングする必要性はあるものの、本条件も満たされる可能性が高い

と考えられる。 

 

 （3）その他の正のインパクト 

① エリトリア保健政策策定への貢献 

NHPには医療機材エンジニアリングが明記されており、そのアウトカムとしてガイドラ

インの適用やBMEUの能力強化などPDMで設定されている成果が列挙されている。これは

本プロジェクトの活動を通して保健省が医療機材管理システム強化の重要性を認識した結
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果であると考えられ、本プロジェクトはエリトリアの保健政策策定に貢献したといえる。 

② 医療機材管理システムの有効利用（データベース） 

プロジェクトで開発された医療機材管理システム中のデータベースで全国の医療施設の

医療機材情報が管理できるようになれば、保健省等により新規機材調達などを行う際には

有効に活用できる。同システムには消耗品やスペアパーツのデータも管理できるような機

能拡張がなされており、同システムを用いた管理運用が開始されれば、効率的な調達計画、

在庫管理も可能となる。 

 

 （4）その他の負のインパクト 

本プロジェクトの活動が原因となる負のインパクトは、終了時評価時点で特に観察されて

いない。 

 

４－５ 自立発展性 

 （1）政策的側面 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展及び自己展開はある程度期待できる。 

「4-4 インパクト」の項でも述べているが、NHP及びHSSDPの中で本プロジェクトの目標で

ある医療機材管理の向上が明確に謳われており、そのアウトカムとしてプロジェクトの成果

が列挙されている。これはエリトリア政府や保健省がエリトリアにおける保健サービス向上

のための医療機材管理システムの強化の必要性、重要性を強く認識した結果であると考えら

れ、プロジェクト終了後も国家ガイドラインに沿った医療機材管理がエリトリアの医療施設

に展開されることへの政策的な裏づけがなされたものと判断できることから、政策的自立発

展性はある程度担保されたものと評価できる。実際に、国家ガイドラインはプロジェクト期

間終了までに改訂版が完成され、全国のレファラル病院に配布予定であり、プロジェクトで

得られた便益の維持発展への保健省の強いコミットメントがうかがえる。また、BMEUは保健

省傘下の一ユニットから局レベルに格上げされる準備が進められており、BMEUが全国の医療

機材管理の向上により重要な役割を果たすことが期待される。 

しかしながら、BMEUの機能として、プロジェクト開始当初は「修理対応機関」から「予防

的保守管理の指導機関」へと役割の転換が期待されていたものの、現時点ではその足がかり

ができた状態である。BMEUでは予防的保守管理のトレーナーとして活躍できる人材が養成さ

れ、サテライトワークショップへの指導も開始されているが、全国レベルでの活動の展開を

行うためには人員配置も含めた組織強化を更に進めていく必要があると考えられる。他方、

エリトリアの医療機材管理はBMEUにおけるセントラル・マネジメントシステムが採用されて

おり、今後サテライトワークショップの機能が強化されたとしても、BMEUにはより高度な修

理対応が求められる可能性がある。したがって、当初期待されていた全面的な役割転換とい

うよりは、修理対応機関としての機能とのバランスを取りつつ、予防的保守管理の指導機関

として機能強化を進めていく必要があると考えられる。 

 

 （2）財政的側面 

上述のとおり、保健省は国家ガイドライン及びマニュアルの配布やサテライトワークショ

ップ設置など、積極的な取り組み姿勢を示している。エリトリアの厳しい経済状況や国際情
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勢のなかで政策的コミットメントも含め保健省のコミットメントは称賛に値すると考えられ

るが、ガイドラインに沿った医療機材管理を全国レベルで実施するには、単にガイドライン

やマニュアルの配布だけでは不十分で、導入に向けた研修やワークショップを全国規模で実

施していく必要がある。また、上述のとおり、BMEUにおいては一定人数が研修トレーナーと

して養成されているが、全国レベルでの活動を視野に入れた場合、より多くのBMEUトレーナ

ーを確保する必要があり、BMEUの指導機関としての規模、機能の双方を強化していく必要が

ある。現在までにプロジェクト内で実施された研修やワークショップ等の会議費用はプロジ

ェクト経費より支出されていたが、全国展開に向けてはより多くの予算の確保が必要となり、

また、その執行についても計画的になされる必要がある。 

上段では全国での医療機材管理システム導入にかかわる財政的問題について述べたが、医

療機材管理システム運用のためのランニングコストについてもあらかじめ考慮しておく必要

がある。特に定期的なモニタリング活動を全国的規模で維持管理していくには、モニタリン

グ活動に必要な国内旅費や人件費も考慮する必要がある。保健省はプロジェクト終了後の全

国展開や活動の維持を見据え、必要な人材、経費の積算等をJICA専門家も含め関係機関と協

議し、必要に応じて外部リソースの財政支援の可能性も考慮しつつ、自ら予算の確保、効率

的な執行を行える体制を整えておく必要があると考えられる。 

 

 （3）技術的側面 

4-2の有効性の説明にあるとおり、医療機材管理に対する技術的観点からは、本プロジェク

トによってデータベースを含む医療機材管理システムが構築され、エリトリアの医療機材管

理を効果的かつ効率的に実施できる体制が整えられた。また、各種フォーム類も統一様式と

して整備され、マニュアルに基づいた運用が開始されており、管理技術としての基礎は確立

されたものと考えられる。しかしながら、「4-4 インパクト」の項でも述べたように、医療機

材関連の業務環境改善や予防的保守管理については導入段階であるため、技術的側面からの

自立発展性を確保するには、定着に向けた活動がエリトリア側により継続的に実施される必

要がある。 

また、JICA専門家（医療機材保守管理技術専門家）が実施してきたBMEU向けトレーニン

グも多く、同専門家による支援が終了した後は、医療機材保守管理に関する技術のアップデ

ートを独自に行っていくことは大きな困難が予想される。また、医療機材管理システムに付

属するデータベースに関しては、現在訓練を受けたBMEUスタッフによりデータ更新はできる

ようになったものの、同システム運用に伴い、データベースの機能追加が必要になった場合、

BMEUスタッフのみで機能追加を実施できるレベルには到達していない。特に、本プロジェク

トの成果を全国のレファラル病院に展開するにあたっては幾つかの機能追加やシステムの修

正の必要が発生する可能性があるため、今後のシステムメンテナンス等について実施体制や

方法などをプロジェクト終了までに協議しておくべきである。 

院内業務環境改善に関する5S活動は、保健省主導の下、ターゲット病院以外の医療施設へ

の広がりをみせている。プロジェクト期間終了後もAAKCPの活動は継続されることもあり、

技術的自立発展性は担保されたものと考えられるが、医療機材管理に関連した5S活動につい

ては導入後に十分な時間が経過しておらず、その定着を認めるには至っていない。要廃棄医

療機材の選定や施設外搬出はターゲット病院で進められており、今後は日常業務として継続
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させるために、引き続きAAKCPとの連携は効果的であると考えられる。ただし、AAKCPの予

算でエリトリアのニーズをすべてカバーできるわけではないため、AAKCPの支援が効率よく

医療機材保守管理や活動の全国的な波及に活用できるよう、関係者間で十分な協議、準備を

しておく必要がある。 

他方、本プロジェクトの前半では基礎的電気技術の研修等が実施されているが、将来に向

けて、このような基本的な技術力の強化が継続される必要がある。保健省やBMEUは、今後も

更なる技術力の強化に向けて、研修機会の獲得などあらゆる方法を検討することが望ましい

と考えられる。 

 

 （4）総合的自立発展性 

以上のとおり、政策的には自立発展性が担保された状態といえるが、本プロジェクトで導

入された医療機材管理システムや予防的保守管理を自立的に維持、または発展させることに

は財政的、技術的観点からは自立発展性が十分に担保されたとはいえない。ただし、継続的

な支援が何らかの方法で得られれば、自立発展性をより強固なものにできると考えられる。 

 

４－６ 結 論 

 本プロジェクトの支援により国家ガイドラインやマニュアル類が作成され、データベースを含

む運用性の高い医療機材管理システムも構築された。また、幾つかの要因により活動の進捗に遅

延が認められたものの、医療機材関連の5S活動及び予防的保守管理活動に関しては、その導入段

階までプロジェクト期間内で到達している。以上のことから、本プロジェクトによりエリトリア

の医療機材管理システムの土台が構築されたものと考えられ、おおむね妥当性、有効性、効率性

の高い活動が実施できたと判断できる。 

 また、上述のとおりエリトリアの医療機材管理システムの土台は構築されたと考えられ、国家

保健政策等の政策的な裏づけも得られたことから、本プロジェクトで構築された医療機材管理シ

ステムの他州への広がりも期待でき、上位目標の達成見込みの観点からのインパクトや政策的側

面での自立発展性も期待できる。しかしながら、医療機材関連の5S活動及び予防的保守管理活動

は当初予定からの遅れにより導入段階にとどまっており、他州への展開を考慮する場合には、こ

れらの活動がまずターゲット病院で定着し、実現可能性が確認されることが望ましい。 

 総合的な評価としてはエリトリアの医療機材管理システムが本プロジェクトの活動によって強

化されたと判断でき、本プロジェクトはおおむねその目的を達成したものと考えられる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

＜保健省＞ 

 本プロジェクトで強化された医療機材管理システムの維持、発展に必要な政策的、財政的、

技術的支援を継続すること。 

 今後の医療機材管理システムの全国展開に向け、必要な人材リソースの確保や予算の確保、

研修事業等の具体的な実施方法について、あらかじめ関係機関と協議しておくこと。 

 特に全国展開に向けた人材育成や医療機材管理システムの強化、予算措置に関しては、必要

性に応じて外部リソースの獲得等を検討し、実現可能性の高い実施体制を構築する努力を行

うこと。 

 医療機材の有効活用のために、本プロジェクトで導入されたデータベースや報告書を用いた

課題分析を行うこと。 

 AAKCPによる5S活動支援が、医療機材管理の業務環境改善に有効活用できるよう、関係者

間で実施方法などを協議しておくこと。 

 

＜BMEU＞ 

 これまでのプロジェクト活動を更に促進し、プロジェクトで強化された医療機材管理の維持、

発展に努めること。 

 医療機材関連の5S活動や予防的保守管理活動などの未定着の活動について、BMEUが中心と

なり、その定着に向けての努力を継続すること。 

 医療機材管理のみならず、エンジニアとしての基本的技術向上の機会の確保に努めること。 

 

＜ターゲット病院＞ 

 業務環境改善や医療機材管理、予防的保守管理に関して、より一層の向上に向けた活動の継

続に努めること。 

 保健省やBMEUのみならず他の医療施設との円滑なコミュニケーションを図り、問題解決力

の向上、グッド・プラクティス等の経験の共有に努めること。 

 

＜JICA専門家＞ 

 プロジェクトの終了に向け、これまでの実績や成果を取りまとめ、カウンターパート機関だ

けでなく、エリトリアの保健セクターに関連する機関に対し、広く情報共有できる機会を設

けること。 

 JICA専門家が実施していた活動をスムースに委譲できるよう、必要な活動、操作に関しては

エリトリアカウンターパートが簡易に参照できるような文書等を作成すること。 

 医療機材関連の5S活動や予防的保守管理活動などの未定着の活動について、プロジェクト終

了後の定着に向けて、役割分担や実施方法について保健省及びBMEUと協議しておくこと。 

 保健省による課題分析実施に必要な助言を行うこと。 

 BMEUに導入されたデータベースシステムについて、担当者が適切にシステムメンテナンス

を実施できるようトレーニングを継続するとともに、データベース管理に必要な基礎能力強
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化を図ること。 

 

５－２ 教 訓 

 詳細計画策定調査では、単に成果達成度測定のためだけに使用する指標の設定は極力避け、

通常のプロジェクト進捗や成果モニタリングにも有効に活用できるような内容で設定する

ことが望ましい。 

 中間レビュー時には評価時点での現状に則した指標となるような修正が求められることも

あるが、その際はプロジェクトの介入効果を正確に測定できるよう、単に入手手段の見直し

にとどまらず、それらがRetrospective dataを入手できるかを確認しておく必要がある。 

 プロジェクト関係者は、指標を最終的な評価のみに使用するのではなく、内容によってはモ

ニタリング評価に有効利用し、定期的に成果をモニタリングできる体制でプロジェクトを運

営することが望ましい。そのような指標の取り扱いが可能となれば、指標そのものの論理的

検証が実施され、PDM上の問題に早期に対応できるものと考えられる。 
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第６章 総 括 
 

６－１ 団長所感 

評価結果詳細は、合同評価報告書に記載を譲るも、本技術協力プロジェクトは、目的である医

療機材管理システムの強化が当初の期待どおりおおむね達成された、と判断されたことから討議

議事録（R/D）合意に基づき2011年5月をもって終了することで双方確認、その結果につき保健大

臣との間で交換したM/Mに記載した。 

また、M/Mには“The Eritrean side kindly requested the Japanese side to consider stepping up the project 

activities that have not been fully implemented and consolidated.”という一文を追記することについて

も双方合意した。プロジェクト目標自体はおおむね達成したと合同評価報告書では判断されたも

のの、内容を見れば、各成果が100％達成されたわけでもなく、またすべての活動が完全に実施さ

れ、定着したわけではない。いわば「プロジェクトが当初の期待どおり実施された」と判断でき

る最低限のラインで双方妥結したのであり、今後エリトリア側がプロジェクトで導入された活動

を引き継ぐうえで不足する部分（資金、技術）を日本側にスポット的、あるいは一時的な支援を

要請することは十分想定される。例えば、プロジェクトで導入した2種類のデータベース（医療機

材管理データベース、BMEU作業記録データベース）の改訂に関するIT技術者の雇用、予防的維持

管理教材の選定4機材以外への拡大、あるいは中間レビュー調査で検討が提言されたにもかかわら

ず予算上の制約等でプロジェクト期間中には実施が困難なBMEU職員のアフリカ域内での研修な

どが考えられる。 

事実、エリトリア側の予算サイクルに従い、2012年度予算（2012年1月～12月）について保健省

は2011年7月から編成作業を開始する予定とのことである。他方、当面必要となるプロジェクト終

了後の2011年6月～12月までの活動予算の確保についても保健省は検討する旨の説明はあったも

のの、そのリソースは外部、内部を問わず容易ではない様子がうかがえ、保健省担当者からは口

頭では幾度となく上記の内容を含めた支援要請があった。特に2011年予算への対応については中

間レビュー調査においてプロジェクト終了後を見据えた財政措置が提言されていたにもかかわら

ず、日本側も含めた関係者間で十分フォローできなかったことは一同反省点として挙げておく必

要がある。 

しかしながら、レポート結果に基づく本調査団のマンデートにかんがみれば、日本側に対して

「支援する」という表現をM/Mに用いることは適切でないとの判断から、「.....to consider stepping up 

the project activities...」と、支援及びその手法を明記しない表現にとどめることが妥協可能なライ

ンと判断し、協議の結果、今後の支援については日本側関係者との検討に付する方向で合意した。 

いずれにしても、プロジェクトは無償資金協力「地域医療向上計画」、AAKCP「5S-KAIZEN-TQM

を用いた保健医療サービスの向上プログラム」と効果的に連携し、所期の目的は達成したと判断

される。したがって、プロジェクトで導入された活動の継続に際しては、資金及び技術リソース

の調達も含めて、「自立（Self Reliance）」を国家のスローガンとして掲げ、自活を意識した国づく

りに取り組んでいるエリトリア政府の努力に期待すべきものである。 

他方、対エリトリア協力プログラムにおいて保健医療分野を重視しているJICAとしては、技術

協力プロジェクトとしての継続的な協力は終了するものの、医療機材（調達及び供給、維持及び

保守管理）分野についてエリトリア保健省がJICAからの支援として高い優先度を設定しているこ

とを考えても、プロジェクト期間では十分定着できなかった活動については、多様なモダリティ
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〔協力準備調査-AAKCP、フォローアップ協力、技術協力（第三国研修への派遣）、（本邦）研修員

受入事業〕の導入、活用を念頭に置き、その自立発展性確保への側面支援に向けた準備をしてお

くことが望ましい。 

 

６－２ 技術総括 

中間レビュー調査団の3つの提言〔（1）各成果間の相乗効果、（2）自立発展性の見込みの向上、

（3）PDMの改訂〕について中間評価時の背景とその後の現状について述べた後、（4）にあるとお

り保守管理システム全体について総括する。最後に、（5）のとおり本プロジェクトの知見に基づ

いた類似プロジェクトへの提言、を述べる。 

 

 （1）各成果間の相乗効果 

成果は以下の4項目である。 

成果1 医療機材管理に関する国家ガイドラインが導入される。 

成果2 BMEUの能力と作業実績が改善される。 

成果3 ターゲット病院における医療機材関連の業務環境が改善される。 

成果4 医療機材の予防的保守管理がターゲット病院の医療機材ユーザーによる日常業務

として実施される。 

中間レビュー調査以前のプロジェクト投入は、成果3の「医療機材関連の」という視点に欠

け、「ターゲット病院の業務環境改善」として5S活動に重点が置かれていた。さらに、成果4

の医療機材の予防的保守管理については、事前評価調査・実施協議報告書にBMEUの機能とし

て「修理屋から保守管理技術者への脱却」として、その重要性が明記されているにもかかわ

らず、プロジェクト活動として重きが置かれていなかった。その主たる原因は、本プロジェ

クトでめざす「予防的医療機材保守管理」について、プロジェクト関係者間で統一された概

念として理解されていなかったことである。このプロジェクト前半の調整不足により、プロ

ジェクト全体の進捗が遅れた可能性がある。プロジェクトは事前評価調査・実施協議報告書

の意図を踏まえ、より注意してプロジェクトを運営する必要があった。 

中間レビュー調査の提言では、JICA専門家チームによる的確なファシリテーションと現場

の創意工夫によって4項目の成果間で相乗効果を上げることであった。結果として「5S活動を

基盤とする医療機材管理」が、条件の異なる3つのターゲット病院でそれぞれ確立されると期

待された。中間レビュー調査以降のプロジェクトは、ターゲット病院に医療機材管理委員会

を設置し、BMEUが機材ユーザーに対する予防的医療機材保守管理活動を監督する体制を整え、

徐々に定着しつつあることは評価に値する。ビラッジオ・ジニオ病院での聞き取りでは、開

院後160余の分娩件数があったが、出産後感染は1例も発生しておらず、5S活動推進によるも

のではないかとの説明があった。産後感染症例数と5S活動との因果関係は、この聞き取りだ

けでは証明できないが、病院内の業務環境が改善されているとの認識が聞かれたのは良いこ

とである。 

次に中間レビュー調査では、成果2を達成するために検討されたBMEU職員の技術能力強化

について、技能研修によって得られる追加的な便益を吟味し、そのために必要なコストとの

バランスを考慮し、ケニアや南アフリカなど、アフリカ域内の研修リソースを効果的に活用

することを提言した。中間レビュー調査以降、プロジェクトは2009年9～10月と2010年9～10
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月の2回、ケニア人技術者を招いて研修を実施した。この2回の研修を実施したケニア人技術

者は、X線装置（ドイツのシーメンス社と島津製作所の代理店）を専門に保守管理する技術者

で、この研修以降BMEUでのX線装置の修理がはかどり、修理依頼件数が減ってきたとの印象

があるとJICA専門家から聞いた。また、アスマラ市内にある半官半民のセンベラ病院にある

島津製作所製X線撮影（透視）装置が5年間使われていなかったが、ケニア人技術者が2009年

に修理して使用可能となったとのことである。この事例は、アフリカ域内の研修リソースの

有効活用という視点で評価できる。しかし、モニタリングの視点から、データに基づいた評

価に至っていないのは残念である。また、エリトリア国外での研修について、中間レビュー

調査団は可能性を検討することを提案したが、実施に至らなかったことは残念である。 

BMEU職員に必要な技術能力について、BMEUの管理者や保健省の担当者から、高度な医療

機材（超音波画像装置、X線画像診断装置、自動血液分析装置）に特化したエリトリア国外で

の研修の必要性が聞かれた。このような技能研修は、事前評価調査・実施協議報告書にある

とおり、BMEUの機能は「修理屋から保守管理技術者への脱却」という本プロジェクトの根幹

にかかわる課題であり、BMEUの予防的保守管理の能力強化路線とは主旨が異なる。「予防的

医療機材保守管理」の視点から、本プロジェクトで検討されるべき技能研修は、上記のよう

に「必要なコストとのバランスを考慮した、ケニアや南アフリカなど、アフリカ域内の研修

リソースを効果的に活用すること」である。したがって、医療機材の製造会社やその代理店

契約をした技術者でなければ受けることができない技能研修は対象とならない。技能研修の

内容について、関係者間で統一された目的意識があってこそ、プロジェクトの方向性が定ま

り目標の達成が可能となる。 

続いて中間レビュー調査では、それぞれの成果のための活動が、プロジェクト目標の達成

に向けて明確に位置づけられて展開されるようモニタリング機能を強化することを提言した。

この提言の背景には、プロジェクト関係者が、プロジェクトの進捗状況をモニタリングする

意識に欠けていたことである。この中間レビュー調査時の状態では、プロジェクトの進捗状

況を測ることができないだけでなく、BMEUの能力と作業実績を把握できず、BMEUが組織と

してめざすべき目標が定まらないというプロジェクト運営の課題があった。これを改善すべ

く、プロジェクトがモニタリング機能を備えるため、モニタリングすべき項目を明確にして、

必要なデータを集めることを中間レビュー調査団は提案した。同調査以降プロジェクトは、

データを集める書式類、BMEU内の人員配置、組織化された更新体制を整えた。また、病院と

BMEUの連携体制も整え、適宜データ更新も可能となり、医療機材管理システムをほぼ構築し

ていることは高く評価できる。 

しかしながら終了時評価時点では、医療機材データを集めてどのような分析を行う計画な

のかJICA専門家から明確な回答が得られず、BMEUは最終評価時点で保健省に報告書を提出

していない。医療機材データは収集することが目的ではなく、医療機材運営のためのモニタ

リング・ツールであり、中間レビュー調査の提言で意図したプロジェクトのモニタリング能

力強化に至っていないのは残念である。 

一方、ビラッジオ・ジニオ病院の医療機材担当者への聞き取りでは、日本政府が無償で供

与した自動滅菌器のトラブルがあり、朝方にBMEUに連絡したところ、午後早く（14時ごろ）

にはBMEU職員が機材をチェックしに来ているのを確認した。このような事例は指標2-2「ア

スマラ市内の病院に対するBMEUからの初期応答にかかる時間が短縮される」に反映される良
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い指標となり得るのだが、終了時評価調査時点では、うまくモニタリングされていなかった。 

この状況を踏まえ終了時評価調査における合同評価報告書では、保健省に対して「医療機

材の有効活用のために、本プロジェクトで導入されたデータベースや報告書を用いた課題分

析を行うこと」を提言し、JICA専門家には「保健省による課題分析実施に必要な助言を行う

こと」を提言した。 

 

 （2）自立発展性の見込みの向上 

プロジェクトの投入に際し、自立発展性を常に考慮したうえでプロジェクト運営を行うこ

とが求められる。例えば、BMEUの能力向上のためのTOTや、上述したケニア人技術者の投入

などは、自立発展性の視点から評価できる。他方、データベースの構築に関し、最終評価で

は「医療機材管理システムに付属するデータベースに関して、現在訓練を受けたBMEUスタッ

フ自身によりデータ更新はできるようになったものの、同システム運用の展開に伴い、デー

タベースの機能追加が必要になった場合、BMEUスタッフのみで機能追加を実施できるレベル

には到達していない」と記している。しかしながら、アスマラにはIT技術者が多くおり、ロ

ーカルリソースとして有効活用が可能とのこと（Dr. Berhane Debruによる）であり、データベ

ース構築に関して自立発展性の視点が欠けていたのは残念である。データベースの持続的な

利用を可能とするため、プロジェクトは早急に技術移転可能な人材を見つけることが必要で

ある。この状況を踏まえ、終了時評価調査における合同評価報告書では、JICA専門家に対し、

「BMEUに導入されたデータベースシステムについて、担当者が適切にシステムメンテナンス

を実施できるようトレーニングを継続するとともに、データベース管理に必要な基礎能力強

化を図ること」を提言した。 

 

 （3）中間レビュー調査で行われたPDMの改訂 

中間レビュー調査で行われたPDMの改訂の主旨は、プロジェクト目標に対して論理的整合

性のある上位目標・スーパーゴールの設定、5S活動と医療機材運営の関連性を明確化できる

ような指標・活動の整理、妥当かつ測定可能な指標の設定、用語の統一・明確化であった。

この背景は、上述したプロジェクトによるモニタリング意識の欠如に対し、改善を促すこと

にあった。 

活動については、「（1）各成果間の相乗効果」の項で記したように、5S活動と医療機材運営

の関連性が明確に意識され、相乗効果を高めていることは評価できる。しかしながら、その

一方で、モニタリングについては、例えば指標2-1「マアケル州からの医療機材のBMEUにお

ける医療機材修理成功率が高まる｣に関し、指標データではプロジェクトの介入効果を検証す

ることができなかった。これはプロジェクトのモニタリング能力強化という視点だけでなく、

指標データの収集を通じて、プロジェクト専門家が効率的な医療機材管理のためのBMEUの能

力と作業実績の改善を把握するという視点を有しているか否かも確認できなかったことにな

り、残念であった。 

 

 （4）医療機材管理システム全体について総括 

本プロジェクトの成果のひとつに、国家ガイドラインとマニュアルの策定がある。ここで

は、策定された国家ガイドラインとマニュアルの視点から、医療機材管理システムについて
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述べる。 

国家ガイドラインは、医療機材管理を通じて「quality healthcare services」に貢献することが

記されており、これは本プロジェクトの主旨に沿うものである。そして、その目標（Goal）

として、以下の5つの指標が挙げられている。 

 仕様可能な医療機材は全体の： 80％以上 

 使用している医療機材は全体の： 75％以上 

 使用できない医療機材は全体の： 10％以下 

 標準機材の整備は計画の： 80％以上 

 医療機材による事故は： 0％ 

この目標を達成するため、保健省、BMEU、ターゲット病院のそれぞれが行うべき医療機材

の運営を3つに分けてマニュアル化できたことは評価できる。さらに、「Life Cycle Management 

Approach」として、6項目（Needs assessment, Acquisition planning, Utilization, Monitoring, 

Maintenance, Decommissioning）を挙げており、包括的な医療機材管理システムの視点も考慮

されていることは評価できる。 

このシステムを可能とするためには、技術的能力とモニタリング能力が必要であり、国家

ガイドラインではこの2点についても記している。まず技術的能力については、要求される技

術に合わせて必要とされる技術者の人数割合を4つのレベルに分類している。 

 レベル１（ユーザー）： 全体の20～30％ 

 レベル2（病院内の技術者）： 全体の20～40％ 

 レベル3（保守管理専門の技術者）： 全体の10～25％ 

 レベル4（製造業者や代理店の技術者）： 全体の5～10％ 

この4つのレベルで求められる業務範囲は、具体的な例とともに示されている。ユーザーレ

ベルに求められる技術は、例としてベッドの車輪に油を引くことや、新生児用保育器のフィ

ルター交換であり、病院内の技術者に求められる技術は、例として秤の調整や医療機材のア

ース配線の確認が記されている。また、保守管理専門技術者に求められる技術は、例として

油圧式手術台の油圧確認や透析装置の不具合の確認が記されており、更に製造業者や代理店

の技術者に求められる技術は、例として麻酔器の調整やX線CT装置の修理が記さている。加

えて、これら業務が医療機材管理全体に占める割合についても記されている。本プロジェク

トの対象は、上記レベル4の製造業者や代理店の技術者（全体の5～10％）を除く、90～95％

だと考えられる。 

次に、モニタリング能力向上のための「Medical Equipment Information System」について、

このシステムは2つのコンポーネントから構成されており、一つは医療機材管理活動をモニタ

リングするもの、もう一つは医療機材の在庫管理をモニタリングするもの、である。本プロ

ジェクトでも上記2つのコンポーネントに対応するデータベースが作られており、その意味で

も本プロジェクトは国家ガイドラインと整合しているといえる。 

この国家ガイドラインの実施のためのマニュアルが保健省、BMEU及び病院と3つのレベル

で作成されており、今後は改訂作業も行われる。マニュアルには各レベルで医療機材を担当

する職員の業務指針が示されており、データベースを更新するための書式類も添付された実

務的な内容である。またプロジェクト終了までには、標準機材リスト（案）も作成される予

定であり、この3文書〔国家ガイドライン、マニュアル、標準機材リスト（案）〕が整うこと
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で、エリトリアの包括的な医療機材管理システムの方向性は定まっていくものといえる。一

方で、終了時評価時点で、国家ガイドラインで示されている5つのGoalを達成度についてモニ

タリングできなかったことは残念である。 

 

 （5）類似プロジェクトに対する提言 

この項では、本プロジェクトの中間レビュー調査と終了時評価調査への参加、及び筆者が

かかわったウガンダの類似プロジェクトの経験から、医療機材管理分野におけるJICA技術協

力プロジェクトに対する提言として私見を述べる。 

 

① 日本の技術的比較優位性について 

まず初めに、日本ではどのように医療機材を保守管理しているのか概要を述べる。日本

で医療機材の保守管理を担当しているのは、主として臨床工学技士である。規模の大きい

病院の場合、医師、薬剤師、看護師、放射線技師、臨床検査技師などで構成される医療機

材の委員会が設置され、臨床工学技士がその委員会の技術部門を総括する。規模の大きな

病院では、医療機材管理室に臨床工学技士が配置され、中央管理を行っているのが一般的

である。 

福岡県久留米市にある聖マリア病院（1,354床）での聞き取りでは、医療機材管理室に臨

床工学技士が31名配属されており、医療機材の保守管理業務量は全体の5～10％程度で、約

85％は生命維持装置の操作である。一方、規模の小さい病院では、医療機材の保守管理は

医療機材を購入した代理店など、外部の事業者に依存（契約）しているのが一般的である。 

次に、臨床工学技士の業務について概要を述べる。臨床工学技士が行うのは、医療機材

の修理ではなく、医療機材が正常に作動しているかどうかを判断することである。医療機

材の修理を伴う品質保証は、医療機材製造者に製造物責任（PL）法があるため、製造会社

が技術的に品質保証を与えた技術者のみしか行うことができない。この品質保証の承認を

受けていない臨床工学技士が、特定の医療機材を修理して、医療機材の不具合が原因で患

者に害を与えることは医療の安全の視点から容認できない。医療機材管理室では、各診療

科から医療機材の不具合について連絡があり、医療機材が正常に作動していないことが確

認された場合、動作確認用のテスト機器などを使ってテストして調整した後、動作が正常

になれば使用可能な医療機材として保管する。もし、修理が必要であると判断された機材

の場合、臨床工学室を通じて製造業者や代理店に依頼して修理を行い、修理が完了したら

臨床工学技士が動作状態を確認して、使用可能な医療機材として保管する。 

途上国の医療機材関係者が期待する「医療機材保守管理能力」とは、技術者の「機材修

理能力」を意味することが多いが、日本では機材の修理を行うことができるのは製造会社

か代理店の技術者に限られ、多くの途上国で求められる多種多様な医療機材の修理を行い、

かつ品質保証ができる技術者は日本には存在しない。また日本では医療機材の修理や保守

管理は病院単位で行われており、国（あるいは地域）単位で医療機材を管理する組織は存

在しない。したがって、途上国が日本に対し要請する医療機材保守管理の能力が「修理能

力」であれば、その比較優位性は医療機材製造会社やその代理店にあり、それら技術者と

の契約（連携）が不可欠である。 

 



 

－45－ 

② 医療機材の視点からの医療の質 

本プロジェクトはタイトルにもあるように、医療機材管理システムの強化を通じて保健

医療サービスの向上をめざしている。医療機材の視点から質の高い保健医療サービスを考

えると重要なポイントは2点に集約される。ひとつは患者にとって必要な医療を受けること

ができること（Accessibility）と、安全な医療を受けることができること（Safety）である。

Accessibilityは使用可能な医療機材の数であり、新規購入するか使用できない機材を修理す

ることで改善できる。Safetyは医療機材の品質保証であり、厳密にいえば医療機材製造会社

かその代理店の技術者にしかできない。エリトリアの医療機材運営のための国家ガイドラ

インに記された5つのGoalの5番目には医療機材による事故が0％であることが掲げられて

おり、医療機材の品質を保つことの重要性が示されている。 

エリトリアの保健省には、看護の質の向上・維持を目的としたQuality Assurance（質保証）

部局があり、この担当者は本プロジェクトの合同調整委員会（JCC）メンバーの一人でもあ

る。また血液バンク（National Blood Transfusion Services）は、スイス赤十字の支援でISO9001

の認証をアフリカ大陸で3番目に獲得（2010年8月）した実績があり、医療の質に対する意

識は高いといえる。したがって、高度医療機材や生命にかかわる医療機材のSafetyを保証し

て医療の質を確保するためには、医療機材製造会社あるいはその代理店の技術者に頼るし

か方法はなく、保健省はこのような民間事業者と契約を結ぶことが最善策である。 

近年日本の医療費が高騰しているが、この大きな要因は2つあり、高齢化と医療技術の高

度化であると記されている4。医療技術の高度化を通じて医療の質を向上させる場合、民間

事業者との契約などによって、医療費が上がることは避けられないのは先進国でも途上国

でも同じである。一方、途上国の医療機材代理店の技術者は、技術レベルに比較すると修

理代金は国際標準価格と比較して高いと思う事例もある。しかしながら、公務員の技術者

の技術能力を向上して利用すれば安くて修理はできるかもしれないがSafetyは保証できな

い。したがって、本プロジェクトがめざす質の高い保健医療サービスのQualityに関し、関

係者間で十分に議論して意思を統一してプロジェクト運営を心掛けなければならない理由

はここにある。国の機関として保健省の医療機材管理実務責任機関が担う役割は何か、明

確に定める必要がある。 

 

③ JICAがめざすべき開発途上国での医療機材管理分野の技術協力プロジェクト 

ここでは、まずJICAの技術協力プロジェクトの対象として医療機材管理を考えた場合の

支援の方向性などについて述べる。続いて、ウガンダの類似プロジェクトの経験5とエリト

リアの事例を比較しながら、プロジェクトを運営するうえで最も重要な自立発展性の視点

から述べる。 

まずJICAが実施する医療機材管理プロジェクトは、目標（業務範囲）を絞ったうえで自

立発展性を重視し現地リソースを使ったプロジェクト運営とすることがふさわしいと考え

る。医療機材は多種多様であり、簡単なものから技術的に極めて高度な機材まである。一

方、医療機材を数量の視点からみると、医療施設にある医療機材の多数（8割程度）は簡易

                             
4 『厚生労働白書』厚生労働省、2007年、p.17 
5

  Establishing an inventory-based medical equipment management system in the public sector：an experience from Uganda, Sitra Mulepo, 

Akiko Niwa & Takuji Date, Health Technol. 
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なものであり、これら簡易な医療機材の維持管理を対象とした技術プロジェクトをめざす

べきである。 

上記に示したエリトリアの医療機材運営のための国家ガイドラインの例でいえば、レベ

ル1とレベル2（40～70％）、あるいはレベル3を加えた50～95％を対象とすることで、特殊

な技術能力を必要としない程度に対象機材を絞ることが重要である。数量の少ない、高度

な医療機材や生命にかかわる医療機材については、医療機材による医療の安全を担保する

という視点から、民間事業者との契約を推奨する。すなわち、医療機材の「修理能力」の

向上をめざすのではなく、「予防的保守管理能力」の向上へ目標を集中することである。多

くの途上国の場合、保健省に配属された医療機材の技術者数は、国全体の医療機材数と担

当地域の広さに比べて数が非常に少ないことから、対応可能な業務範囲はおのずと限られ

ており、対象となる機材を絞ることは合理的である。 

このように技術向上の対象とする医療機材を絞ることで現地リソースの有効活用を図る

ことも可能となり、技術的な自立発展性からみても重要である。例えば、国内（近隣国）

に医療機材の代理店がある場合、代理店に故障している医療機材の修理依頼をして技術者

を招いて修理すると同時に、研修も開催して技術指導を受けることで技術能力の向上が期

待できる。代理店契約をしている現地（近隣国）の技術者の方から研修を受ける方が、日

本人専門家に比べてコミュニケーションの視点から有利である。また、大学の工学部や、

工業高等専門学校などの現地リソースを利用することも検討すべきである。ウガンダの例

では、Uganda National Association for Medical and Hospital Engineering（UNAMHE）という技

術者組織があり、この組織と連携して研修を実施することも可能である。これらの組織を

活性化することで、自立発展性を高めることができるだけでなく、人的ネットワークから

の相乗作用で想定以上のインパクトも期待できる。 

技術向上とは別にデータに基づく医療機材管理も重要である。「修理」ではなく、「予防

的保守管理」を行うためには、医療機材に関するデータ（例えば、部品の種類、必要な予

算計画、保守管理の対象となる機材、など）とその分析が重要である。このデータベース

構築についても、自立発展性の視点から、現地でITの専門家に依頼することが望ましい。

マイクロソフト社のアクセスのようなデータベースソフトを扱うことができる人材であれ

ば、特に高度な技術は必要ない。ウガンダの場合、データベースのソフトとして最適とは

いえないが、マイクロソフト社のエクセルを利用した。これは、だれでも取り扱いができ

るという点、プロジェクト終了後の自立発展性、この2つを重視してデータの正確性を犠牲

にしたといえる。しかし医療機材は、医薬品とは異なり有効期限がなく、医療施設に1台以

上あれば、他の科から貸し借りすることもできる。 

さらに、医療機材は、一つの診療科内でも部屋から部屋に毎日移動して使われることも

多く、どこにあるのか正確に把握することは不可能である。したがって、医療機材のデー

タベースに求められる仕様は、データ更新が簡単で、使いやすく、データの容量の小さい

簡易ソフトで十分目的を達成できる可能性がある。将来の自立発展性を考慮して、現地のIT

技術者（会社）などと契約でデータベースを構築することが望ましい。加えてデータベー

ス構築後の取扱者への説明や技術者との協議を通じてのソフトのアップグレードを考えれ

ば、日本人専門家に比べてコミュニケーションの視点からも有利である。実際にウガンダ

の場合、デンマークが行っていた医薬品と医療機材の調達を管理するデータベースは、現
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地のIT技術者がデンマークの支援する保健省予算で業務委託契約ベースにて作業を進めて

いた。エリトリアの保健省のプロジェクト関係者によれば、アスマラにはアクセスを扱う

ことのできるIT技術者がいるとのことであり、理想的には現地リソースの活用が望ましい。 

 

④ プロジェクト運営について 

医療機材管理は、国の保健政策によって組織体制が大きく異なっている。また、多くの

途上国の場合、医療機材が不足しているのではなく、各診療科で医療機材を抱えている（使

われないまま倉庫に保管）ことが多く、有効活用が図られていないことが問題である。ま

た、医療機材を有効に使うことができる使用者数も限られており、使用者が医療機材を安

全で正確に使うことができるよう管理、監督することも医療機材管理を担当する組織の業

務だと考える。このように医療機材保守管理を行うためには、より広い視点から医療機材

運営を考えることができる人材が必要である。一般的に途上国では、日本は医療機材の先

進国で医療機材の技術者は多く、日本人技術者は何でも修理できるというような印象を聞

くことが多い。確かに、医療機材の製造会社は中小企業で数は多いが、途上国の技術協力

に携わっている技術者は限られている。また上記にも述べたが、日本の病院は民間事業者

との契約で保守管理を行っており、国や地域レベルで医療機材の保守管理を行っている組

織は公的機関には存在しない。したがって、途上国の医療機材管理プロジェクトを計画す

る場合、日本からの投入可能なリソースと現地での投入が適したリソースについて、関係

者間で十分協議しなければならない。この過程をあいまいにすると、途上国政府の期待と、

JICAが日本から提供できる技術にギャップが生じ、プロジェクト運営に支障を来す。上記

③に記したように、自立発展性を考慮すれば、できるだけ日本人技術者の投入を少なくし、

現地リソースの有効活用を考えることが重要である。 

またプロジェクト予算に関し、保健省に配属された限られた技術者が国全体の医療機材

を管理する現状を考慮すれば、地方の病院には技術者が巡回することになる。このための

予算（日当、宿泊代等の旅費、車両、燃料代等の移動費）が必要であり、多額の費用が必

要となる。また、技術能力向上のための研修にも予算が必要である。途上国自身が修理に

必要な部品代や新規医療機材の購入予算に加え、巡回の予算や技術研修予算を確保するに

は、限られた財源の配分が問題であり、プロジェクトの目標に沿って双方が実現可能な予

算計画を練らなければならない。 

さらに、医療機材管理分野のプロジェクト運営で注意しなくてはならないことは、結核

対策プロジェクトのようなグローバルにセットされた目標や指標がないことである。した

がって、医療機材保守管理の組織体制と現地事情を考慮して、プロジェクトの進捗管理の

ためのモニタリング指標、プロジェクトの投入の内容と量、など創造的につくりあげるこ

とが求められる。これらの状況を考慮すれば、プロジェクト運営に資する日本からの人的

投入は、必ずしも医療機材の技術者である必要はなく、むしろロジスティックスの視点や

プロジェクト運営に長じた人材（業務調整）を中心に検討することが望ましい。ウガンダ

のプロジェクトでは、業務調整として派遣されたのは薬剤師で、医療機材の技術的側面よ

り、薬剤運営管理の経験を生かして効果的な医療機材運営を行うことができた。またウガ

ンダ側のプロジェクト担当者も医療機材の技術者というよりマネジャー（管理、監督者）

である。この経験に基づくと、民間事業者を活用して医療機材の技術的側面をカバーして
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プロジェクトを運営する場合は、日本からの人的リソースは医療機材の技術性よりプロジ

ェクト運営能力を重視することが重要になる。 

最後に、本プロジェクトの場合はタイトルにもあるように医療機材管理を通じて、保健

医療サービスの向上を意図しており、医療機材技術者のためのプロジェクトではなく、あ

くまでも保健医療サービスの受益者に視点を置いている。これは医療機材保守管理プロジ

ェクトとして重要な視点である。プロジェクトで求められる医療機材管理に関する組織的

能力は、「修理能力」でなく「予防的保守管理能力｣である。これを実践するためには、AAKCP

などで既に実績のある5S活動と医療機材管理を統合することも、その相乗効果を発現する

ためには期待できるアプローチである。さらには、この分野に長けた研究者をも巻き込み、

プロジェクトから得られた実績や分析から得られた貴重な知見を海外の雑誌などに投稿す

ることでJICAの技術協力プロジェクトに対する評価も期待できると考える。 
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